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巻頭言 

 

刊行のご挨拶 

 

 昨年、国際介護福祉学研究センターで「多文化と介護」を発刊いたしました。アドバルーン的に発

刊したものの続かず、第 1 巻で終わる刊行物もあるなか、なんとか第２巻を刊行することが出来まし

た。みなさまの有形無形の支援のおかげです。感謝申し上げます。 

第２巻からは、冊子体ではなく、デジタル形式での刊行になります。経済的な問題もありますが、

デジタルの方が、より多くのみなさまに容易にアクセスしていただくことができ、我々の研究が実践

に、研究に生かしていただけるものと思います。 

 近年、大学には、社会貢献の役割が大変期待されていると思います。その中で、地域の皆様や企業

の皆様と協働していくこともさることながら、「研究」という王道において社会貢献をしていく必要が

あると思います。 

介護は文系、なかでも社会系に属しています。文系だから直接、研究結果が社会に生かされなくて

もいいということはなく、自分たちの研究が常に、社会にどのように貢献できるのかを念頭に置きな

がら研究を進め、我々の研究が社会実装され、社会貢献になるように頑張ってまいります。 

 介護界はいろいろな矛盾や問題がありながらも、介護に対する人々からの期待もまた大きいものが

あります。矛盾を解決し、さらに良い介護を提供していき、人々の期待に応えるためには介護界の底

上げが必要であると思います。 

 誠に微力ながら、この「多文化と介護」がそのようなメディアの役割の一端を担うことが出来るの

ではないか。その意味も込めまして、国際介護福祉学研究センター所属の教員以外の方にも広く掲載

の門戸を開いております。 

 第１巻、第２巻共に国際介護福祉学研究センターに所属している教員ではない、外部の方からも寄

稿していただいております。 

 次の３巻でもぜひ、外部の方からの投稿をお待ちしております。 

 この「多文化と介護」がわずかながらでも、現在の介護をさらに良くするきっかけになることを願

ってやみません。 

 

国際介護福祉学研究センター 

馬込 武志 
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受付日 2024 年 8 月 26 日／受理日 2024 年 11 月 26 日 [連絡先](勤)〒577-8567 東大阪市西堤学園町 3-1-1 

論文種別：原著論文 

高齢者介護福祉施設における食事介助場面の動画を用いた注視点計測研究 

A study on gaze points measurement using video of meal assistance scene in 

nursing home 

伊藤美加子 1) 後藤彰彦 2) 藤田杏純実 2)

1)東大阪大学短期大学部介護福祉学科

2)大阪産業大学デザイン工学部情報システム学科

Mikako ITO １） Akihiko GOTO 2） Asumi FUJITA 2）
1）Department of Social Care、 Higashiosaka Junior College

2）Department of Information Systems Engineering Faculty of
Design Technology Osaka Sangyo University 

抄録 

高齢者介護の現場における介護技術の指導方法や内容は熟練介護福祉職による個別指導

により行われることが多く、その指導は熟練介護福祉職による「経験値」や「暗黙知」に

よる場合が多く散見される。介護技術の中でも、特に明確な支援技術の指導内容として確

立していないのが、介助を行う時の「目線」についてである。熟練介護福祉職が介助中に

どこに目線を送っているのか、意識しているのかなど、この部分はかなり熟達した指導者

であっても、明確な意図を持った目線の動きを説明することは難しい。本研究では食事の

介助動画への注視点実験で得られたデータと、各被験者の食事事故体験の有無の結果か

ら、介護の経験年数に加えて、「食事事故の体験有」の被験者は共通して「鼻」と「口」

への注視率が高いことがわかった。食事介助事故を予防するため、食事介助の際に見るべ

きポイントは顔の中心部である「鼻」や「口」を中心に見ることが一つのコツであるとい

う結果が得られた。 

key words: 介護技術指導 食事介助 注視点計測 介護技術のコツ 

Ⅰ.背景と目的 

 2023年 9月 17日総務省統計局の発表 1）によ

ると、日本の総人口に占める高齢者人口の割合

は 29.1％と過去最高であり、75歳以上人口が初

めて 2000 万人を超え、10 人に 1 人が 80 歳以上

となった。総人口に占める高齢者人口の割合推

移をみると、1950 年の 4.9％から一貫して上昇

し続け、1985 年に 10％、2005 年に 20％超え、

受付日 2024 年月日／受理日 2024 年月日 [連絡

先](勤)〒577-8567 東大阪市西堤学園町 3-1-1

2023 年に 29.1％となり過去最高を更新してい

る。国立社会保障・人口問題研究所による推計 

2）では、今後もこの割合が上昇を続け、2040 年

には 34.8％、2045年には 36.3％と予測されて

2
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いる。また厚生労働省発表の 2024 年 4月暫定版

の介護保険事業報告の概要３）によると、4月末

時点の第 1 号被保険者数は 3,591万人、同月の

要介護（要支援）認定者数は 710.1万人となっ

ている。また施設サービス受給者数は 95.9万人

で、うち「介護老人福祉施設」が 57.1万人、

「介護老人保健施設」が 34.2万人、「介護療養

型医療施設」が 0.3 万人、「介護医療院」が 4.6

万人と報告されている。これら介護福祉施設を

含め、介護福祉職員の必要数について、2021 年

7月 9 日付けの『第 8期介護保険事業計画に基

づく介護職員の必要数について』４）にて 2019

年度の介護福祉職員 211 万人を起点に 2025年度

には約 243 万人（+5.3 万人/年）、2040 年度には

約 280 万人（+3.3 万人/年）の増加が必要と試

算されている。しかし、同発表の都道府県別の

集計では５）東京都では 2025年度には 3 万人

強、大阪府では 2 万人以上の不足が推計されて

おり、この数値は年度を追うごとにさらに増え

ていくことが予想されている。人員不足が長く

続く介護福祉業界の中でも、特に高齢者介護福

祉施設での就労は 24 時間 365日の生活支援から

看取りまでを実践する必要があり、心身ともに

過重労働とのイメージや看護師と比べて社会的

地位の不明瞭な部分から日本の若年世代の「介

護や福祉」への興味関心度は決して高いとは言

えない。 

そのような現状でも意欲をもって介護福祉業

界に就職してくる人にとって、最も苦労するの

が介護技術の習得である。排泄介助や車いすか

らベッドへの移動などの移乗介助などは介護福

祉職員の身体の使い方や手技が必要となる。た

とえ介護の専門学科を修了していても職場ごと

の環境や設備、対象とする要介護者の状況な

ど、その場に応用した「個別で専門的な技術」

が細かく指導される機会は多い。 

しかしどの介助技術指導においても「見る」

という介護技術についてはあまり明確な指導が

なされていないと考える。これまでの高齢者介

護福祉施設での筆者の経験上、食事介助中に発

生する「誤嚥事故」は決して介護福祉職員が見

ていないところで発生するだけではなく、介助

を行っている介護福祉職員の目前でも発生する

ことがあり、「見ていなかった」や「気がつかな

かった」という言葉が発せられることに疑問を

感じてきた。これは介護福祉職員の食事介助と

いう介護技術に対する「見るべきポイント」の

介護技術の低さが根底にあると考える。高齢者

介護福祉施設での食事介助は決してマンツーマ

ンで行う介助だけではなく、時には複数の方へ

の介助や同じテーブルで食事を食べる他の方の

様子もしっかり「見ておく」必要がある。 

福田ら（2012）６）の報告ではアイカメラを使

用した「視線」の計測を行っているが、食事介

助の場面での視線停留範囲を「顔」「上半身」

「体幹」「スプーン」など分類範囲が広く、また

被験者の視野に入るさまざまな情報を含めた解

析が主であり、介助を受ける対象者にのみ焦点

を当てた細かな視線解析の報告ではない。 

本研究では多くの介護福祉現場で経験値のう

えに習得される「見る介護技術」に注目し、特

に食事介助の場面で要介護者の目を見て表情を

確認する。咀嚼や飲み込みの確認に口元やのど

を見ることを意識することが食事介助技術指導

の重要指導ポイントであると考え、介護の経験

値が高いまたは、食事に関する事故体験がある

介護福祉職員ほど、「見るべきポイントを押さえ

ている」と仮定し、検証することを目的とし、

多くの介護福祉の実践現場で経験値や暗黙知で

見過ごされがちな「見る技術」に注目した検証

を行なった研究である。 

Ⅱ．方法 

１）実験用動画作成

実験用動画として、大阪府内の高齢者介護福

祉施設に入居される 88 歳の女性（2023 年時）、

左被殻出血後遺症で右上下肢麻痺、要介護度 5

の認定あり、普段の食事は全粥とミキサー食を

3
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全介助で摂取される方を対象とした(図１)。撮

影時には本人及び身元引受人に書面にて研究内

容及び動画使用時の説明を行い、同意を得たう

えで行った。撮影は体調に問題のない夕食時に

同施設の介護福祉職員よりテーブルに横並びで

食事介助を受ける様子を、直径 90 センチほどの

テーブルをはさんだ真正面から固定したカメラ

を使用し行った。実験に使用した動画は約 45秒

間に 2 回、スプーンによる食事介助、咀嚼と嚥

下をそれぞれ行う様子が見られた。 

図 1．要介護者と食事内容 

２）実験装置

被験者の注視点計測にはキャリブレーション

フリー視線計測装置、EMR-ACTUS（ （株）ナック

イメージテクノロジー、本社：東京都）を用い

て取得した。 

３）実験手順

この動画を用いた注視点計測の被験者は、別

の高齢者介護福祉施設に勤務する 20 名の介護福

祉職員で全員が介護経験年数 3 年以上であっ

た。まず初めに全被験者に「介護技術指導の経

験の有無や食事介助に関する事故等の経験につ

いて」のアンケートを実施した。その後先ほど

の約 45 秒間の食事介助動画を視聴してもらう

が、1 回目は初見の要介護者のため、情報収集

を目的に座位で目線のみを動かして視聴しても

らう。その後 60秒間閉眼して休息をはさみ、2

回目は同じ動画を自身が動画内の方の食事介助

時の見守りをしているつもりで目線のみを動か

すよう説明を行って計測した。計測の実験は遮

光した約 30平方メートルの部屋の一角にて図 3

に示すように 23インチディスプレイに座って対

面した。分析対象は動画再生開始から終了時ま

でとし、得られた注視点情報を動画上に重層さ

せ、サンプリングレート 60Hzで 1 フレーム約

0.016 秒ごとに視線が重層している場所を図 4

に示すとおり、あらかじめ設定した 8 種類

（頬・目・口・鼻・スプーン・のど・その他・

フレーム外をエラー）に分けて確認を行った。

図 3．実験の様子 

  図 4．注視点情報の領域 

４）被験者情報

実験に参加した被験者 20 名の情報をまとめた

一覧を表１に示す。今回、計測前のアンケート

により「食事介助時に事故体験有」と「食事介

助時にひやり体験有」及び「事故・ひやり体験

無」の 3つに分けたうえで、実験当時の介護経

験年数も表記した。 

表 1. 経験別に分けた被験者情報 

4
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５）倫理的配慮 

 本研究は東大阪大学短期大学部倫理審査委員

会の承認を得た研究である（短 R4-07、短 R5-

06）。 

 

６）解析方法 

 まず今回着目したのは、「事故体験有」のグル

ープと「ひやり体験有」のグループの計測開始

から終了までの注視部位の結果の比較である。 

今回のアンケート内容から「食事介助中に誤嚥

や窒息等による要介護者の事故対応を体験した

もしくは目前で対応を見守った経験がある」と

いう被験者を「事故体験有」とし、「誤嚥や窒息

等の事故につながる前に気づいたため未然に防

げた経験がある」とする被験者を「ひやり体験

有」としている。これらを同じ程度の介護経験

年数で比較することとした。 

 

Ⅲ．結果 

動画視聴開始から終了までの各被験者の視線

滞留の計測結果（視線の軌跡）の一部事例を図

5 から図 10に示す。1回分のカウントで示す縦

線は細いが、同じ部位への滞留時間が長くなる

と黒い幅が広くなっている。注視点箇所はいず

れも上から「頬」、「目」、「口」、「鼻」、「スプー

ン」、「のど」、「その他」、「エラー」に分けて示

している。また被験者ごとの注視点部位の占有

率を「頬」を水色、「目」をオレンジ、「口」を

グレー、「鼻」を黄色、「スプーン」を青、「の

ど」を緑、「その他」を赤、「エラー」を黒色で

分けたものを図 11と図 12に示す。 

それぞれ経験年数の近しい「事故体験有」と

「ひやり体験有」の被験者を上下の図で比較す

ると、ほぼ同じ経験年数 18 年の図 5事故体験有

①と図 6ひやり体験有①では動画途中の食事介

助が繰り返されている中盤あたりに図 5では

「口」や「鼻」への注視が目立ち、図 6のひや

り体験有①では「その他」への注視が目立つ。

両者の「頬」への注視が図 11、図 12の占有率

から見ると事故体験有①が 18.3％でひやり体験

有①が 1.5％の結果で、双方に 16.8％の差があ

り、「鼻」への注視率は事故体験有①が 26.1％

でひやり体験有①が 6.2％の結果で 19.9％の差

が見られた。次に経験年数 10年同士の図７事故

体験有③と図 8 のひやり体験有③では、開始直

後、事故体験有③はすぐに顔の中心である

「口」と「鼻」に集中しているが、ひやり体験

有③は「その他」部分への注視が続き、状況把

握に時間を要していると思われる。両被験者の

「目」への注視率が図 11、図 12 の占有率から

見ると、事故体験有③が 3.0％に対し、ひやり

体験有③は 8.7％と 5.7％の差があり、「口」へ

の注視率は事故体験有③が 17.6％に対し、ひや

介護経験（年）
事故有① 18
事故有② 12
事故有③ 10
事故有④ 9
事故有⑤ 8
事故有⑥ 5
事故有⑦ 5
事故有⑧ 5
事故有⑨ 4
事故有⑩ 3
ひやり① 18
ひやり② 11
ひやり③ 10
ひやり④ 9
ひやり⑤ 7
ひやり⑥ 6
ひやり⑦ 5
ひやり⑧ 4
無① 5
無② 3

事
故
体
験
有

ひ
や
り
体
験
有

無
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り体験有③は 6.5％で 11.1％の差があった。経

験年数が共に 4 年の図 9事故体験有⑨と図 10 ひ

やり体験有⑧を比較してみると、事故体験有⑨

は動画開始から終了まで安定して「口」と

「鼻」へ注視が集中しており、ひやり体験有⑧

は「のど」への注視が多く見られた。ただ今回

の動画内では「のど」部分が介助用エプロンで

覆われた部位と重なるため、どのような意識で

「のど」を見ていたかなどは、被験者へのフィ

ードバックが行えていないため、その意図は把

握しきれていない。両被験者の注視率を図 11、

図 12の占有率から見ると、「鼻」への結果が事

故体験有⑨が 29.1％に対しひやり体験有⑧は

3.5％で 25.6％の差が見られ、「のど」への注視

率は事故体験有⑨が 4.1％に対し、ひやり⑧は

38.1％とその差は 34％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

図 5．事故体験有①の結果    

 

6



伊藤美加子他: 高齢者介護福祉施設における食事介助場面の動画を用いた注視点計測研究 

 

                  図 6．ひやり体験有①の結果 

 

                 図 7．事故体験有③の結果 
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                 図 8．ひやり体験有③の結果 

 

                  図 9．事故体験有⑨の結果 
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伊藤美加子他: 高齢者介護福祉施設における食事介助場面の動画を用いた注視点計測研究 

 

                  図 10.ひやり体験有⑧の結果 

 

 

図 11.「事故体験有」注視点占有率 

 

9



              

               多文化と介護 2025 第 2 巻 

 

図 12.「ひやり体験有」 注視点占有率 

 

次にそれぞれのグループにおける占有率の上

位 3か所を被験者ごとに一覧表にしたものを表 2

及び表 3に示す。 

 

 表 2．「事故体験有」上位占有率の表 

 

表 3．「ひやり体験有」上位占有率の表 

 

 

 表 2 の上位 1 から 3 位の占有率を見ると、10

名のうち 6 名の被験者の第 1 位が「口」への注

視であり 2 位が「鼻」に 4 名、「口」に 3 名と確

認された。それに対し、表 3 にある 8 名の「ひ

やり体験被験者」を見ると、1 位の注視箇所は

「口」、「頬」、「のど」に各 2 名であり、2 位は

「口」に 3名、「鼻」に 2名、「その他」2名など

1位 注視箇所 2位 注視箇所 3位 注視箇所
事① 26.1% 鼻 25.1% 口 19.8% その他
事② 28.6% 鼻 23.9% 口 10.4% その他　
事③ 17.6% 口 11.5% その他 10.0% 鼻
事④ 37.3% その他 21.6% 口 15.0% のど
事⑤ 37.9% 口 22.2% その他 14.3% 鼻
事⑥ 35.6% 口 22.2% 鼻 17.5% 目
事⑦ 33.8% 口 22.8% 鼻 13.2% 頬
事⑧ 35.6% 口 21.0% 鼻 14.9% 頬
事⑨ 49.6% 口 29.1% 鼻 9.3% 頬
事⑩ 60.8% その他 6.0% のど 4.7% 口

1位 注視箇所 2位 注視箇所 3位 注視箇所
ひやり① 47.8% その他 26.3% 口 10.1% 喉
ひやり② 32.5% のど 25.7% 口 13.1% 頬
ひやり③ 42.9% その他　 31.9% 鼻 8.7% 目
ひやり④ 30.7% 口 20.0% その他 19.4% 鼻
ひやり⑤ 36.2% 頬 12.4% その他 9.4% 鼻
ひやり⑥ 31.1% 頬 20.7% のど 13.8% 口
ひやり⑦ 30.3% 口 20.2% 鼻 16.1% 頬
ひやり⑧ 38.1% のど 35.1% 口 8.4% その他
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ばらつきが見られた。 

 

Ⅳ．考察 

 実務経験 3 年以上の介護福祉職員 20 名に食事

介助を受ける要介助高齢者の動画を用いて、食

事時の介助見守りをする設定で、視線のみを動

かしてもらい、その視線の注視箇所を 8 か所の

部位に分けて確認を行った。事前アンケートに

もとづいて、「食事介助時の事故体験有」と「ひ

やり体験有」、「事故・ひやり体験無し」の 3 つ

に分け、「事故体験有」と「ひやり体験有」で経

験年数が同じ被験者を比較すると、「事故体験有」

の被験者群は「口」と「鼻」への注視率が高く、

「食事の見守り」には「口」と「鼻」など要介

助者の食事を食べる「口」や顔の中心である

「鼻」への注視が意識して行われていることが

わかった。     

次に「ひやり体験有」グループでは 8 名の被

験者の上位注視箇所にばらつきが多く見られた。

このことから介護の経験年数に加えて、「介護事

故の実体験」の有無が「見る」という技術に大

きく影響を与えていることが考えられる。当初

仮定していた「のど」部分への注視率は全体を

通しての結果では明らかな差は確認されなかっ

た。  

福田ら６）視線計測研究では非熟練者も熟練者

も直接かかわる要介助者に対し、表情を主に見

ており、直接かかわっていない時でも熟練者は

要介護者へ注意が集中しているとあり、本研究

同様、食事介助時の見守りという設定は同じだ

が、介護福祉職員の「観察スキル」を主に検証

しているものであり、本研究はより細かな「食

事介助」とい介助技術場面に限定した注視点解

析を行うことで新しい知見が得られたものであ

ると言える。 

 現在、本実験で得られた情報をさらに詳細に

分析するために、要介助者の口にスプーンが入

ってから出るまでのタイミングで被験者がどこ

を注視しているのか、また「その他」と分類し

ている部位をさらに区分してより詳細な視線の

動きを確認するデータ抽出作業も始めている。 

今後、これらの結果をもとに、将来的には要

介助者への介護実技用 VR ゴーグルによる実技シ

ミュレーターで「介護事故」を体験できるよう

な教材の共同開発・作成も検討したい。実用化

できれば、介護技術習得の時間短縮、実体験型

学習ができ、介護福祉士養成校での学生募集で

は「IT を活用した介護技術習得」「シミュレー

ターによる最新学習方法」としてアピールがで

き、学生募集につながることも期待できる。ま

た介護技術不足が原因の悲しい介護事故や重篤

事故を経験した介護福祉職員の離職率の軽減に

も役立つのではないかと考えている。 

 

付記 

本研究は JSPS 科研費（22Ｋ21318）の助成を

受けた研究成果の一部である。 
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原著論文 

 

生物学講義内容に対する留学生の関心について – ２ 

－アンケート調査－ 

 

The international students' interest in the biology lectures - 2 

-The ｑuestionnaire survey- 

 

 

傘 郁子 1) 

1) 東大阪大学短期大学部介護福祉学科 

 

Ikuko KARAKASA 

Department of Social Care, Higashiosaka Junior College 

 

抄録 

本学介護福祉学科では、「介護福祉士養成課程 新カリキュラム 教育方法の手引き」に基づいた内容

の生物学の講義をおこなっている。今回、カリキュラムの変更で 1年生と 2 年生の生物学授業が同時

期に開講された。そこで、生物学授業の中の 17 種類の講義項目を選び、それらについてどのような学

びの意欲や意識をもって受講したのかをアンケート調査（各講義内容について、「おもしろかった」

「興味が持てました」「難しかった」「役に立ちそう」の 4つから選択する（複数選択可））をおこな

い、「難しかった」と回答した 1 年生と 2 年生の外国人留学生と日本人学生の学びの意欲や意識につい

て検討した。 

Key words: 生物学, 意識調査, 外国人留学生, 日本人学生, 学びの意欲 

 

Ⅰ．背景と目的 

「介護福祉士養成課程 新カリキュラム 教育方法

の手引き」で「医療職と連携し支援を行うための、

心身の機能及び関連する障害や疾病の基礎的な知識

を身につける」ことが、また、「人間と社会に関する

選択科目」のなかで「生物や人間等の「生命」の基

本的しくみの学習（科目例：生物、生命科学）」の科

目の内容及び時間を設定することが示されている１）。

本学では、これに基づいた内容の生物学の講義を行

っている。具体的には、生物学の中の「人間の体の

基本的しくみ」と「機能・障害・疾病・薬の基礎的

な知識」を関連付けて講義している。 

「薬の基礎的な知識」については、「介護福祉士養

成課程での服薬介助教育について―介護現場での服

薬介助事故を防ぐための導入教育の試み―」として

2020 年に報告２）している。 

また、前記方針に従った講義内容に適した書籍を

 
受付日 2024 年 9 月 16 日／受理日 2024 年 12 月 5 日  〔連絡先〕(勤) 〒577-8567 東大阪市西堤学園町 3-1-1 

選定することが必要となった。そこで、出版されて

いる多くの生物学の書籍から本講義に最も適した参

考書を客観的に選択する方法を開発３）した。そして、

この方法で選択した書籍を本学の生物学の参考書と

して使っている。 

また、生物学講義で介護職に必要な薬の知識が学

生にどのように定着されているかの客観的知見を得

るために、授業前と授業後に講義内容についてのア

ンケート調査・分析をおこない報告４,5）している。 

本学介護福祉学科には、多くの外国人留学生(以下

「留学生」という)が在籍している。そして、2022 年

度の本学介護福祉学科第 2 学年の学生に対して、生

物学の各講義項目についての勉学に対する意識をア

ンケート調査し、そのデータから留学生の生物学全

般と各講義項目の「学びの意欲や意識」とその特徴、

さらに留学生と日本人学生(以下「日本人」という)

との間の「学びの意欲や意識」の比較をおこない報
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告している 6）。 

2023 年度から本学の生物学講義は、第 2 学年から

第 1 学年へ変更になった。そのために、2023 年度の

み生物学の講義は、1 年生と 2 年生を同時期におこ

なうことになった。今回、留学生と日本人学生との

間の「学びの意欲や意識」の比較とともに学年の違

いによる「学びの意欲や意識」の比較をおこなった。 

 

Ⅱ．方法 

アンケート調査は、東大阪大学短期大学部介護福

祉学科 1年生と 2 年生を対象に 2023年 7 月の生物

学の最終授業日に実施した。1年生の履修生は、留

学生 39 人、日本人 11 人の計 50 人であった。ア

ンケートの回収率は、表 1 に示した。2 年生の履

修生は、留学生 46人、日本人 9 人の計 55 人であ

った。アンケートの回収率は、表 2 に示した。 

生物学アンケート用紙は、図 1 に示した。アンケ

ートの内容は、学生に示した各単元の講義項目の表

題（1～17）を質問項目とした。講義の表題（1～

17）と講義概要の対照表は、表 3 に示した。各質問

項目について「おもしろかった」、「興味がもてまし

た」、「難しかった」、「役に立ちそう」をそれぞれ

○、△、×、□の記号で表し、その記号を各項目の

回答欄に記載（複数回答も可）してもらった。 

1 年生のアンケート結果では、延べ 850項目（50

人×17質問項目）で 3 つの複数回答した項目数は

9、4 つ以上は 0 であった。2年生のアンケートで

は、各項目で 3 つ以上の複数回答は 0であった。そ

こで、本報告では、1 年生と 2 年生のデータを揃え

るために、1年生の 3つの複数回答したデータは除

外した。 

1 年生のアンケート結果は、各質問項目につい

て、 

① ○：「おもしろかった」 

② △：「興味がもてました」 

③ ×：「難しかった」 

④ □：「今後何かの役に立ちそう」 

の単一回答 

⑤ ○△：「おもしろかった」と「興味がもてまし

た」 

⑥ ○×：「おもしろかった」と「難しかった」 

⑦ ○□：「おもしろかった」と「今後何かの役に

立ちそう」 

⑧ △×：「興味がもてました」と「難しかった」 

⑨ △□：「興味がもてました」と「今後何かの役

に立ちそう」 

⑩ ×□：「難しかった」と「今後何かの役に立ち

そう」 

の２項目回答の 10種類の合計を留学生と日本人の

各人数に対する各項目のパーセントで、講義分類と

ともに表 4 に示した。同様に、2 年生のアンケート

結果を表 5 に示した。 

1 年生の留学生アンケート結果（表 4）の帯グラ

フ(100%積み上げ棒グラフ)を図 2-1 に、日本人の帯

グラフを図 3-1 示した。同様に、2年生の留学生ア

ンケート結果（表 5）の帯グラフを図 4-1 に、日本

人の帯グラフを図 5-1示した。さらに、図 2-1、図

3-1、図 4-1、図 5-1の×と 2 項目回答の内×を含

む部分を抽出した積み上げ棒グラフを図 2-2、図 3-

2、図 4-2、図 5-2 に示した。 

 

表 1  1 年生のアンケートの回収率  

  留学生 日本人 全履修生 

人数 39 11 50 

回収枚数 39 11 50 

回収率 100% 100% 100% 

 

表 2  2 年生のアンケートの回収率  

  留学生 日本人 全履修生 

人数 46 9 55 

回収枚数 46 9 55 

回収率 100% 100% 100% 

 

17 種類のアンケート質問項目に対する 10種類

（○、△、×、□、○△、○×、○□、△×、△

□、×□）の回答割合（1年留学生と日本人、2 年

留学生と日本人計 68 種類）を用いて主成分分析 7）

をおこない、主成分負荷量（第 1 主成分～第 9 主成

分）の結果を表 6 に示した。つぎに、この第 1 主成

分～第 9主成分と○、△、×、□、○△、○×、○

□、△×、△□、×□の相当する回答割合との相関

係数を計算し表 7 に示した。そして、かなり相関関

係がある○(-0.6324)、△(0.5080)、×(0.5843)、

○△(-0.5649)、○□(-0.5864)、△□(-0.4623)の

第 2 主成分を横軸（x 軸）に、かなり相関関係があ

る×(-0.5679) 、△□(0.4589)と強い相関関係があ

る□(0.8410)の第 3 主成分を縦軸（y軸）にして 1

年留学生、1年日本人、2年留学生、2年日本人ご

との散布図を図 6(a)、図 6(b)、図 6(c)、図 6(d)に

示した。そして、第 2主成分を横軸（x軸）に、第

3 主成分を縦軸（y 軸）に、○、△、×、□、○

△、○×、○□、△×、△□、×□の相当する回答

割合をバブルの面積としたバブルチャートを×につ

いて図 7-1(a)、○について図 7-1(b)、□について

図 7-1(c)、△について図 7-1(d)、○△について図

7-1(e)、○□について図 7-1(f)、△□について図
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7-2(g)、×□について図 7-2(h)、○×について図

7-2(i)、△×について図 7-2(j)に示した。 

表は、丸めのため 各項目の％の合計は正確に 

100 にならない。 

 

Ⅲ．研究の倫理的配慮 

対象となる学生に対して研究の目的、プライバシ

ーの保護、本研究の目的以外にデータを使用しない

ことを文書および口頭にて説明し、同意を得られた

学生のみを調査対象とした。なお、本研究は東大阪

大学・東大阪大学短期大学部の「研究倫理審査委員

会」の承認を得た（承認番号 短 R4-14、短 R4-

15）。 

 

Ⅳ．結果 

1 年生と 2年生の留学生と日本人のアンケート調

査から、生物学の講義を受講したときの留学生と日

本人の「学びの意欲や意識」について検討した。 

アンケートの回収率は、1年生、2 年生ともに

100％であった。 

ここで、講義内容の改善に重要であると考えられ

る、「難しかった」と回答したものについて注目

し、その傾向を見るために、つぎの 4 つの分類にわ

けた。 

「難しかった」グループ（赤色系） 

×：「難しかった」 

×○：「難しかった」と「おもしろかった」 

×△：「難しかった」と「興味がもてました」 

×□：「難しかった」と「今後何かの役に立ち

そう」 

×を除いた「おもしろかった」グループ（青色

系） 

○：「おもしろかった」 

○△：「おもしろかった」と「興味がもてまし

た」 

○□：「おもしろかった」と「今後何かの役に

立ちそう」 

×と○を除いた「興味がもてました」グループ

（緑色系） 

△：「興味がもてました」 

△□：「興味がもてました」と「今後何かの役

に立ちそう」 

「今後何かの役に立ちそう」（オレンジ色）単独 

□：「今後何かの役に立ちそう」 

4 の分類を色分けして、1年留学生アンケートの

帯グラフを図 2-1 に、1年日本人アンケートの帯グ

ラフを図 3-1示した。同様に、2 年留学生アンケー

トの帯グラフを図 4-1に、2 年日本人アンケートの

帯グラフを図 5-1 示した。 

さらに、「難しかった」グループ（赤色系）の各

講義項目 17種類、1 年留学生、1 年日本人、2 年留

学生、2 年日本人での、特徴をより見やすくするた

めに、図 2-1、図 3-1、図 4-1、図 5-1の「難しか

った」グループ（赤色系）の部分を抽出した積み

上げ棒グラフを図 2-2、図 3-2、図 4-2、図 5-2に

示した。そして、図 2-2、図 3-2、図 4-2、図 5-2

で「難しかった」グループ（赤色系）30％を超え

る講義項目は、 

1 年留学生： 

2. 生体物質 糖質 脂質 タンパク質 数を

表す接頭語（36%）基礎 

8．薬の血中濃度（34%）専門 

16.薬介助コミュニケーションのための認知症

サポーター養成講座（31%）臨床 

17.ホメオスタシス 生体恒常性（44%）基礎 

1 年日本人： 

1. 世界を構成する物質 水は軽いのに液体で

いられる量や濃度の単位（36%）基礎 

2. 生体物質 糖質 脂質 タンパク質 数を

表す接頭語（50%）基礎 

3. 身体内外の圧力 高血圧 最高血圧 最低

血圧（55%）基礎 

4. 細胞 神経細胞 赤血球 精子 卵 受容

体 酵素 栄養と代謝（55%）基礎 

5. 身体内での電気 興奮の伝達 神経伝達物

質 心臓の収縮と拡張（64%）基礎 

8. 薬の血中濃度（55%）専門 

12.特別養護老人ホームに入所しているＫさん 

薬の服用拒否（55%）臨床 

16.薬介助コミュニケーションのための認知症

サポーター養成講座（70%）臨床 

17.ホメオスタシス 生体恒常性（55%）基礎 

2 年留学生： 

2. 生体物質 糖質 脂質 タンパク質 数を

表す接頭語（49%）基礎 

4. 細胞 神経細胞 赤血球 精子 卵 受容

体 酵素 栄養と代謝（33%）基礎 

5. 身体内での電気 興奮の伝達 神経伝達物

質 心臓の収縮と拡張（33%）基礎 

8. 薬の血中濃度（61%）専門 

17.ホメオスタシス 生体恒常性（76%）基礎 

2 年日本人： 

2. 生体物質 糖質 脂質 タンパク質 数を

表す接頭語（44%）基礎 

3. 身体内外の圧力 高血圧 最高血圧 最低

血圧（33%）基礎 

5. 身体内での電気 興奮の伝達 神経伝達物

質 心臓の収縮と拡張（44%）基礎 
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8. 薬の血中濃度（100%）専門 

12.特別養護老人ホームに入所しているＫさん 

薬の服用拒否（56%）臨床 

16.薬介助コミュニケーションのための認知症

サポーター養成講座（67%）臨床 

17.ホメオスタシス 生体恒常性（56%）基礎 

である（表 8）。 

つぎに、1年留学生、1年日本人、2年留学生、2

年日本人の全体の傾向をつかむために、17 種類の

アンケート質問項目に対する 10種類（○、△、

×、□、○△、○×、○□、△×、△□、×□）の

回答割合（1年留学生と日本人、2 年留学生と日本

人計 68 種類）を用いて主成分分析 7）をおこない、

主成分負荷量（第 1 主成分～第 9 主成分）の結果を

表 6 に示した。つぎに、この第 1 主成分～第 9 主成

分と○、△、×、□、○△、○×、○□、△×、△

□、×□の相当する回答割合との相関係数を計算し

表 7 に示した。そして、かなり相関関係がある○(-

0.6324)、△(0.5080)、×(0.5843)、○△(-

0.5649)、○□(-0.5864)、△□(-0.4623)の第 2 主

成分を横軸（x 軸）に、かなり相関関係がある×(-

0.5679)、△□(0.4589)と強い相関関係がある□

(0.8410)の第 3 主成分を縦軸（y 軸）にして 1年留

学生、1 年日本人、2 年留学生、2 年日本人ごとの

散布図を図 6(a)、図 6(b)、図 6(c)、図 6(d)に示し

た。 

そして、図 6の散布図が○、△、×、□、○△、

○×、○□、△×、△□、×□の相当する回答割合

とどのような関係にあるかを知る目的で、第 2 主成

分を横軸（x軸）に、第 3主成分を縦軸（y軸）

に、○、△、×、□、○△、○×、○□、△×、△

□、×□の相当する回答割合をバブルの面積とした

バブルチャートを×について図 7-1(a)、○につい

て図 7-1(b)、□について図 7-1(c)、△について図

7-1(d)、○△について図 7-1(e)、○□について図

7-1(f)、△□について図 7-2(g)、×□について図

7-2(h)、○×について図 7-2(i)、△×について図

7-2(j)に示した。 

ここで、図 7-1（a-f）と図 7-2(g)のバブルの面

積（回答割合）の大きさから、図 6の散布図は、 

第 1 象限（x>0, y>0）は、□と△ 

第 2 象限（x<0, y>0）は、□と○□と△□ 

第 3 象限（x<0, y<0）は、○と○△ 

第 4 象限（x>0, y<0）は、× 

を反映していることが示唆される。 

 

Ⅴ．考察 

「学びの意識や意欲」の理由について「×難しか

った」と回答したデータから検討をおこなった。 

まず、「難しかった」グループ（赤色系）の各講

義項目 17 種類、1 年留学生、1 年日本人、2 年留学

生、2 年日本人の割合を表 8 に示した。つぎに、17

種類の講義項目のうち、1年留学生、1年日本人、2

年留学生、2年日本人のいずれか 1つ以上のグルー

プで 30％以上の学生が、「×難しかった」（×、○

×、△×、×□の合計）と回答したものを表 8 に黒

色の太字、明るい赤色の背景で示した。そして、講

義項目は 9 項目あった。内訳は、講義分類が基礎で

は 6 項目全て、専門では 6項目中 1項目、臨床では

5 項目中 2項目であった。 

ここで、「×難しかった」の内容について検討し

てみる。単独で「×難しかった」は、講義内容につ

いて理解できなくて、ただ難しかったと感じた学生

に多いのではないかと推定される。 

一方、複数回答では、講義内容についてある程度

理解できたが、その講義項目の学習は難しかったの

で、「×難しかった」とともに、その講義内容につ

いてある程度の理解がないとわからない項目「○お

もしろかった」、「△興味がもてました」、「□今後何

かの役に立ちそう」のいずれかを加えて、回答した

と推定される。 

そこで、表 8の明るい赤色の背景を残し、単独で

「×難しかった」と 30％以上の学生が回答したも

のだけを黒色の太字にして表 9 に示した。表 9 か

ら、30％以上の学生が、単独で「×難しかった」と

回答している講義項目は、 

2. 生体物質 糖質 脂質 タンパク質 数を表

す接頭語 

5. 身体内での電気 興奮の伝達 神経伝達物質 

心臓の収縮と拡張 

8. 薬の血中濃度 

12.特別養護老人ホームに入所しているＫさん 

薬の服用拒否 

16.薬介助コミュニケーションのための認知症サ

ポーター養成講座 

17.ホメオスタシス 生体恒常性 

の 6 項目ですべて日本人である。そして、1年日本

人より 2年日本人の方が、「5. 身体内での電気 興

奮の伝達 神経伝達物質 心臓の収縮と拡張」では

15 ポイント、「8. 薬の血中濃度」では 60 ポイン

ト、「12.特別養護老人ホームに入所しているＫさん 

薬の服用拒否」では 29 ポイント、「16.薬介助コミ

ュニケーションのための認知症サポーター養成講

座」では 24 ポイント、それぞれ増加している。こ

れは、１年日本人は、生物学ほか受講科目を４か月

ほど（７月の最終授業日に実施）しか学んでおら

ず、学外（施設）実習やアルバイトの経験がほとん

どない状態で、介護に密接な上記４項目についての
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回答であるのに対して、２年日本人は、入学から１

年４か月ほど （７月の最終授業日に実施）数多く

の受講科目を学び、施設実習を数回経験し、アルバ

イトも始めた後の回答による違いであると考えられ

る。つまり、１年日本人は、実際の介護の仕事やそ

れに向けての学びがどのようなものであるかが分か

らないまま講義を受講し、表面的な理解で回答した

と思われる。一方、２年日本人は、１年４か月ほど

数多くの受講科目を学び、学内実習・学外（施設）

実習等多種多様な実習を数回経験し、アルバイトも

経験したことで、学びの意識や意欲が高まり、講義

内容について深く学ぼうとしたために、その内容の

難しさも感じたと推定される。ちなみに、同じ項目

の留学生の回答は、１年留学生より２年留学生の方

が、「5. 身体内での電気 興奮の伝達 神経伝達物

質 心臓の収縮と拡張」では４ポイント増加、「8. 

薬の血中濃度」では 0 ポイント、「12. 特別養護老

人ホームに入所しているＫさん 薬の服用拒否」で

は４ポイント増加、「16. 薬介助コミュニケーショ

ンのための認知症サポーター養成講座」では 21 ポ

イント減少している。これは、ほとんどの留学生は

入学前から介護施設を含めた様々な仕事・アルバイ

ト経験があり、日本人学生よりも２歳以上年上であ

り、介護以外の専門分野の高等教育を学んだ学生も

おり、入学時から講義内容についての学びの意識や

意欲が高く、難しいと感じることなく理解しやすか

ったと推定される。 

最後に、主成分分析から生物学授業の 1 年留学

生、1 年日本人、2 年留学生、2 年日本人の「学

びの意識や意欲」の特徴を見てみる（図 6(a-

d)）。 

図 6 の散布図は、 

第 1 象限（x>0, y>0）は、□と△ 

第 2 象限（x<0, y>0）は、□と○□と△□ 

第 3 象限（x<0, y<0）は、○と○△ 

第 4 象限（x>0, y<0）は、× 

を反映している。 

そして、 

1 年留学生：図 6(a)の点の多くは、第 3 象

限にある。 

1 年日本人：図 6(b)の点は、第 2 象限と第 4

象限にある。 

2 年留学生：図 6(c)の点の多くは、第 1 象

限にある。 

2 年日本人：図 6(d) の点の多くは、第 1 象

限にある。 

したがって、 

1 年留学生：○と○△ 

1 年日本人：□と○□と△□と× 

2 年留学生：□と△ 

2 年日本人：□と△ 

まとめると 

1 年留学生：「おもしろかった」「興味がもて

ました」 

1 年日本人：「今後何かの役に立ちそう」「お

もしろかった」「興味がもてまし

た」「難しかった」 

2 年留学生：「今後何かの役に立ちそう」「興

味がもてました」 

2 年日本人：「今後何かの役に立ちそう」「興

味がもてました」 

という「学びの意識や意欲」の傾向がみられ

た。授業では、それぞれの傾向に、より則した講義

方法をとるために、授業初期に知ることができる方

法を開発することも重要であると考える。 

以上、本調査結果を解析する上で、留学生か日本

人、受講学年が 1 年か 2 年の違い、年齢の違い（ほ

とんどの留学生は、日本人よりも 3歳以上年上）、

施設での実習経験の有無などの影響を推定すること

は重要である。しかし、現在のところこの結果を説

明するために必要なデータ数は、まだ足りていな

い。今後、さらにデータを収集し、解析すること

で、授業改善に役立てていく予定である。 
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表 3 項目と講義内容の対照表 
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傘 郁子: 生物学講義内容に対する留学生の関心について - 2 
 
表 4  1 年生の講義項目ごとの○：「おもしろかった。」、△：「興味がもてました。」、×：「難しかった。」、

□：「今後何かの役に立ちそう。」、○△：「おもしろかった。」と「興味がもてました。」、○×：「おも

しろかった。」と「難しかった。」、○□：「おもしろかった。」と「今後何かの役に立ちそう。」、△×：

「興味がもてました。」と「難しかった。」、△□：「興味がもてました。」と「今後何かの役に立ちそ

う。」、×□：「難しかった。」と「今後何かの役に立ちそう。」の割合（％）と講義分類 

 

 

 

表 5   2 年生の講義項目ごとの○：「おもしろかった。」、△：「興味がもてました。」、×：「難しかった。」、

□：「今後何かの役に立ちそう。」、○△：「おもしろかった。」と「興味がもてました。」、○×：「おも

しろかった。」と「難しかった。」、○□：「おもしろかった。」と「今後何かの役に立ちそう。」、△×：

「興味がもてました。」と「難しかった。」、△□：「興味がもてました。」と「今後何かの役に立ちそ

う。」、×□：「難しかった。」と「今後何かの役に立ちそう。」の割合（％）と講義分類 
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表 6 主成分負荷量（第 1 主成分～第 9 主成分） 
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傘 郁子: 生物学講義内容に対する留学生の関心について - 2 
 
表 7 第 1 主成分～第 9 主成分と○、△、×、□、○△、○×、○□、△×、△□、×□の相当する回答割

合との相関係数 

 

表 8 「難しかった。」グループの割合（「難しかった。」、「難しかった。」と「おもしろかった。」、「難しかっ

た。」と「興味がもてました。」、「難しかった。」と「今後何かの役に立ちそう。」） 

 

表 9 「難しかった。」 
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図 1 アンケート用紙 

 
 
 

 

図 2-1 1 年留学生 
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傘 郁子: 生物学講義内容に対する留学生の関心について - 2 
 

 
図 2-2 1 年留学生 ×と×を含むデータ 

 
 
 

 

 

図 3-1 1 年日本人 
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図 3-2 1 年日本人 ×と×を含むデータ 

 
 
 

 
図 4-1 2 年留学生 
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傘 郁子: 生物学講義内容に対する留学生の関心について - 2 
 

 
図 4-2 2 年留学生 ×と×を含むデータ 

 
 
 

 
図 5-1 2 年日本人 
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図 5-2 2 年日本人 ×と×を含むデータ 
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傘 郁子: 生物学講義内容に対する留学生の関心について - 2 
 

 
 

図 6 第 2 成分と第 3 成分（主成分負荷量） 
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多文化と介護 2025 第 2 巻 
 

 
図 7-1 ×、○、□、△、○△、○□の相当する回答割合をバブルの面積としたバブルチャート 
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傘 郁子: 生物学講義内容に対する留学生の関心について - 2 
 

 
図 7-2 △□ 、×□ 、○×、△×の相当する回答割合をバブルの面積としたバブルチャート 
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原著論文 

 

軽度行動障害（MBI）に対する非薬物的介入 

― 認知症の前駆症状への対応に関する文献レビュー ― 

 

Non-pharmacological interventions for mild behavioral impairment (MBI):  

a literature review on managing the prodromal symptoms of dementia 

 

 

野口 代 1) 

1) 東大阪大学短期大学部介護福祉学科 

 

Dai NOGUCHI 

Department of Social Care, Higashiosaka Junior College 

 

 

抄録 

認知症の前駆症状ともいわれる軽度行動障害（MBI）は比較的新しい概念であり、それに対する介入

に関してはまだ十分に整理や検討がなされていなかった。MBI は認知症発症前の行動障害であるため、

非薬物的な介入が重要といえる。本研究では、MBI に対する非薬物的介入についての文献を概観し、そ

の効果や課題を明らかにすることを目的とした。データベース検索により抽出された 268件の文献を

適格基準に照らして精査し、最終的に 4 件が分析対象となった。MBIに対する非薬物的介入の研究はま

だ限られており、アパシーに関する研究に偏っていることがわかった。MBI や軽度認知障害（MCI）

で、アパシーや認知機能障害があると、介入の導入や継続でうまくいかないことが多くなり、そのた

め持続的かつ個別的なエンパワメントが重要になると考えられた。無作為化比較試験による研究は 1

件のみと少なく、今後さらに質の高い研究が必要である。 

Key words: 軽度行動障害（MBI）, 軽度認知障害（MCI）, 認知症の行動・心理症状（BPSD）, 非薬物的介入  

 

Ⅰ．背景と目的 

2019 年時点で世界には、5,000 万人以上の認知症

の人がおり、2050 年までにその数は約 3 倍になると

推計されている[1]。また、わが国における認知症高

齢者数は 2022 年時点で約 443 万人とされ、2060 年

には 645 万人程度になると見込まれている[2]。 
そのような中で、認知機能の低下や、認知症の発

症を遅らせることへの期待が近年ますます高まって

いる[3] [4]。そのため、正常老化と認知症の間の状態

である主観的認知機能低下（客観的な認知機能障害

を伴わない主観的な認知機能低下 ; subjective 
cognitive decline: SCD）や、軽度認知障害（認知症の

前に起こる認知機能障害; mild cognitive impairment: 

 
受付日 2024 年 8 月 26 日／受理日 2024 年 10 月 21 日  〔連絡先〕(勤) 〒577-8567 東大阪市西堤学園町 3-1-1 

MCI）への関心も高まっている。 
認知症のバイオマーカーに関する研究では、これ

まで体液検査や画像検査に注目が集まっており、一

方で、認知症の早期発見のための行動面の特徴につ

いては十分に検討がなされてこなかった。脳画像や

血液バイオマーカーとは異なり、行動の変化は本人

や、介護者、周囲の人が観察により評価することが

できる。したがって、認知機能低下の早期発見のた

めに、行動面を評価することは低コストかつ実用的

なアプローチとなりうる。 
軽度行動障害（mild behavioral impairment: MBI）は、

50 歳 以 降 に お い て 持 続 的 に 神 経 精 神 症 状

（neuropsychiatric symptoms: NPS）が出現することを
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示す概念である。認知機能の低下や認知症、特にア

ルツハイマー病の可能性の早期指標となるといわれ

ている[5][6]。MBI は、意欲低下、感情調節障害、衝

動制御障害、社会的不適応、感覚や思考内容の異常

といった様々な症状を包含しており、正常な認知機

能の状態から軽度認知障害にわたって広くみられる

[6][7]。MCI が認知機能障害を軸に考えた場合の認知

症の前駆段階と考えられている一方で、MBI は認知

症の前駆段階を行動障害の軸で考えたものとされて

いる。また、MBI はアミロイドやタウの病理学的変

化、代謝異常などの神経生物学的変化と関係してお

り、認知症への移行に寄与している可能性が指摘さ

れている[5][8]。さらに、MBI は認知機能の低下とも

関係しており、早期の認知症の潜在的診断マーカー

としての臨床的意義が示されている[6][9]。MBI の背

景にあるメカニズムを検証することは、標的を絞っ

た治療戦略につながり、リスクのある人の早期発見

に役立てられる可能性がある[5][7]。 
MBI のスクリーニングに効果的な尺度として、軽

度行動障害チェックリスト（MBI Checklist: MBI-C）
[10]があり、認知症を発症するリスクのある人を特

定するのに役立つ。 認知症のリスクがある人、特に

SCD や MCI など認知症の前段階における NPS を評

価するために開発され、無気力、気分、衝動制御障

害、社会的不適切、異常思考、知覚などの 34 項目か

ら構成されている。日本語版の MBI-C は松岡ら[11]
により開発されている。 

MBI という概念の定義や、MBI-C の開発とともに

MBI の各症状の神経生物学的基盤や、バイオマーカ

ーとの関係についての研究は大きく進歩してきたが、

MBI の概念はまだ比較的新しいものであるため、特

に MBI への介入法の開発やその効果についてはこ

れまで十分に整理がなされていない。認知症の行動・

心理症状（BPSD）に関しては、有害事象の恐れの小

さい非薬物的なアプローチを第一選択とすることが

各種のガイドラインで示されており[12]、認知症発

症前の行動障害である MBI に関しても非薬物的ア

プローチが重要といえる。そこで本研究では、認知

症の前駆症状とも言われる MBI に対する非薬物的

介入についての文献を概観し、その効果や課題を明

らかにすることを目的とした。 
 

Ⅱ．方法 

１）検索方法 

英語の文献に関しては PubMed をデータベースと

して、“dementia AND (MBI OR mild behavio* 
impairment)” をキーワードとして、2024 年 8 月 16
日時点で検索を行った。PubMed による検索におい

ては、論文種別の選定や、論文の出版時期に関する

設定は行わず、検索可能な全ての文献を対象とし

た。ただし、抄録が入手可能であり、英語の文献で

あることを検索条件に加えた。また、日本語の文献

に関しては医学中央雑誌 web 版（医中誌）および

国立情報学研究所論文情報ナビゲータ（CiNii）を

データベースとして、“認知症 AND 軽度行動障

害”をキーワードに 2024 年 8 月 16 日時点で検索を

行った。 
２）分析対象とする文献の適格基準 

データベース検索により抽出された文献につい

て、まずタイトルと抄録から適格基準を判断し、全

文で精査を行う文献を抽出した。その際、(1) MBI
に関する研究、(2)非薬物的介入に関係する研究で

あることの 2 点を基準に検討を行った。 
その後、上記基準を満たした文献の全文を入手

し、さらに分析対象とする文献の選定を行った。そ

の際、再び MBI に直接関係しない文献や、薬物療

法やサプリメントの効果についてだけ扱った文献は

除外した。 
３）分析方法 

分析対象となった文献から、「著者名」、「出版

年」、「対象」、「研究を実施した場所（国/地域）」、

「研究方法・デザイン」、「対象となった MBI の種

類」、「その MBI への介入方法」、「効果や、示唆さ

れたこと」のそれぞれの情報を抽出し、整理した。

分析の焦点としては、どのような MBI に対して、

どのような非薬物的アプローチが用いられ、その効

果や示唆がどのようなものであるかといった点とし

た。 
 

Ⅲ．結果 

１）文献検索の結果 

データベース検索により、273 件の文献が抽出さ

れた。重複した 5 件の文献を除いた 268 件の文献に

ついてタイトルと抄録から本研究の適格基準に照ら

して精査を行い、13 件が選択された。これらの文

献についてさらに全文を精査し、最終的に本研究の

適格基準を満たした 4 件の研究を分析対象とした。 
表 1 に分析対象となった研究の概要を示した。こ

のうち、文献レビューによる研究は 2 件[13][14]、
症例報告が 1 件[15]、単盲検による無作為化比較試

験と、記述的質的研究を組み合わせた混合研究法に

よる研究が 1 件[16]であった。 
２）MBI に対する非薬物的アプローチに関する文献

の概観 

表 1 に示した通り、まず『神経認知障害に伴うア

パシー：最近の進展と今後の方向性』[13]では、ア

パシーはアルツハイマー病や MCI などの神経認知

障害（neurocognitive disorders: NCDs）においてよく

見られるため、NCDs におけるアパシーに関する最

新の研究をレビューしていた。 
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ロ
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チ
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よ
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て
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々
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れ
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よ
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収
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野口 代: 軽度行動障害（MBI）に対する非薬物的介入 

その結果、 アパシーに関して、 (1) 診断基準や

新しい測定方法の使用といった「現象学」、(2) 神
経画像、神経病理学、バイオマーカーなどに関する

「神経生物学」、(3) 薬物および非薬物的アプロー

チといった「介入」の 3 つの分野で進展があること

がわかった。レビューにより抽出された介入法とし

ては、個別的に患者のニーズに合わせて様々な介入

が組み込まれたセラピューティック・アクティビテ

ィや、音楽、運動、ペットを用いた介入などが挙げ

られていた。主には、認知症のアパシーに対する非

薬物的な介入に関してであったが、個々に合った活

動を導入することが成功の鍵になるということであ

った。しかし、たとえそれにより介入の効果が出て

も、介入が終わり、活動に取り組まなくなると、そ

の効果は落ちてくるため、注意が必要ということが

示されていた。アパシーは NCD 患者に重大な影響

を及ぼすことが確認されており、研究や介入の重要

な対象であるということであった。 
次に『認知症前駆期におけるアパシーの有病率、

神経生物学、治療法』[14]では、MCI や MBI を含

む認知症の前駆期（プロドローマル期）におけるア

パシーの有病率、神経生物学的背景、有効な治療法

について文献レビューを行っていた。MCI の人に

おいては、有病率は様々であるが一貫してアパシー

が見られることが示されていた。MBI においては

アパシーの有病率が論じられるようになったのは最

近のこととされていた。認知症前駆期でのアパシー

への非薬物的アプローチについても検討がされ始

め、有望視されているが、まだ結果の再現性という

点で乏しいことが示されていた。そのうえで、

Transcranial Magnetic Stimulation（TMS：経頭蓋磁気

刺激）による治療の研究が現在、進行中であるとい

うことであった。また、Virtual reality（VR: 仮想現

実）を用いた介入が課題への取り組みや動機づけに

有効であり、ゲームの要素を取り入れることで満足

度や動機づけ、興味といった点に有効であることも

示されていた。認知症前駆期のアパシーを効果的に

治療するためには、アパシーの診断に関するより包

括的なガイドラインの作成と、MCI と MBI におけ

るアパシーの神経生物学的な機序に関する更なる研

究が必要ということであった。 
『重度に不衛生な状態の家屋に住む高齢者に対す

る長期的な関係作りの重要性』[15]では、さまざま

な病気により高齢者に現れることがある家庭内での

不衛生（Domestic squalor）に関する症例報告であっ

た。Diogenes 症候群は、家庭内での独特な行動を特

徴とする状態である。これに対して、長期にわたる

多職種によるチーム・アプローチを行い、介入に成

功した症例が報告されていた。この症例では、対象

者は多くのものをため込み、その結果、家屋がひど

く不衛生な状態になっていた。対象者は当初、援助

を拒否し、意欲低下がみられていたため、介入が困

難であった。薬物療法も効果的ではなかった。しか

し、病院に通院をしていたことをとっかかりとし

て、多職種によるチーム・アプローチにより徐々に

治療を受け入れていった。認知機能や日常生活動作

が徐々に低下していったことから、対象者は MBI
であったと考えられた。このような状態の人を支援

するためには、多職種チームによる長期的かつ持続

的な介入により信頼関係を構築していくことが非常

に重要であることが示されていた。 
最後に、『エンパワメントに基づく心理行動的な

教育プログラムが軽度認知障害の神経精神症状に及

ぼす効果』[16]に関する研究では、MCI の人の

80％に影響を及ぼし、認知症の進行に有害な影響を

与えているとされる抑うつと不安に注目し、エビデ

ンスに基づく介入法の開発を目的としていた。エン

パワメントに基づく心理行動プログラムを実施し、

MCI の高齢者の神経精神症状、認知機能、健康関

連 QOL に及ぼす効果を単盲検の無作為化比較試験

と、記述的質的研究の混合研究法により効果を検証

していた。この研究では、香港の 5 つの社会施設に

おいて、50 歳以上の MCI である地域在住の成人を

対象としていた。171 名の参加者を、介入群（エン

パワメントに基づく心理行動的な教育プログラム：

(1) MCI と神経精神症状について、(2) ポジティ

ブ・シンキングによる感情の調整、(3) 脳の力の使

い方、(4) 自分の強みと興味を活かして活動的なス

ケジュールをつくる、(5) マインドフルネス瞑想や

深呼吸などのリラクゼーションを用いたストレスへ

の対処の方法に関する心理教育プログラム）、もし

くは対照群（一般的な健康教育プログラム）のいず

れかに無作為に割り付けて介入を行った。ベースラ

イン時、プログラム終了直後、その 4 週間後に評価

を行った結果、介入終了時に介入群は対照群に比べ

て、全般的な神経精神症状、アパシー、不安、主観

的な記憶に関する訴えが有意に改善し、その効果が

4 週間後も持続していた。 また、抑うつと認知機

能にも 4 週間後に効果が示された。質的なデータか

らも、このプログラムにより、MCI である参加者

が充実した生活や、将来に対するより前向きな考え

方をできるようになり、また日常の悩みごとや感情

的な状態への対処もできるようになり、神経精神症

状や認知機能の改善の効果がみられたのではないか

と指摘されていた。 
 

Ⅳ．考察 

本研究は、MBI に対する非薬物的アプローチのエ

ビデンスについて文献的に整理、検討することを目

的として行った。 
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１）研究対象となっていた MBI の種類 

本研究の結果からは、介入方法が検討されている

MBI としてはアパシー、家屋の不衛生（ため込み

等）、抑うつ、不安が挙げられた。特にアパシーに

ついては 4 件の研究のうち 3 件で扱われていた。 
International Society to Advance Alzheimer’s 

Research and Treatment（ISTAART）による MBI ク
ライテリア[17]では、MBI として (a)意欲低下

（例：アパシー、自発性喪失、無関心）、(b)感情調

節障害（例：不安、気分変調、変動性、多幸感、易

怒性）、(c)衝動制御障害（例：興奮、脱抑制、ギャ

ンブル性、強迫観念、保続行動、刺激に対する反応

を抑制できない）、(d)社会的不適合（例：共感性の

欠如、洞察力の欠如、社会的品位や機転の欠如、柔

軟性のなさ、元々の性格傾向が強調される）、(e)感
覚や思考内容の異常（例：妄想、幻覚）の 5 つの行

動面や性格面の変化が挙げられている。この中で、

(b)感情調節障害、および(c)衝動制御障害の頻度が

高いという調査結果[18]もあり、アパシーが含まれ

る(a)意欲低下だけでなく、それらについてもでき

るだけ早期に介入や対応方法の効果検証を行うべき

と考えられた。 
２）MBI に対する非薬物的アプローチとその効果 

 分析対象となった 4 件の研究のうち、2 件

[13][14]はアパシーに関係する全般的なレビュー論

文であり、そのうちの一部で MBI や、MBI に対す

る非薬物的な介入に触れている部分があった。 
多くの要素が含まれている介入が最も効果的であ

るという結果[13]は、1 種類の介入だけでは多くの

人の好みに合った介入にならないため効果が上がら

ないのではないかと考えられた。この点からも、認

知症のアパシーに対する非薬物的な介入に関して

は、個々に合った介入や活動を導入することが重要

と考えられた。 
また、たとえそのようにして介入の効果が出て

も、介入が終わり、活動に取り組まなくなると、そ

の効果は落ちてくるということが指摘されていた。

MBI や MCI で、アパシーや認知機能障害がある

と、介入の導入や継続がうまくいかないことが多く

なる。そのため、症例報告[15]にあったような粘り

強い持続的な関係作りや、介入研究[16]で勧められ

ていたエンパワメント（個別の目標づくりや、介入

マニュアルの使用、個別的にフォローアップの電話

を用いること）が、介入を成功させるために重要と

考えられた。 
また、孤独感が MBI を悪化させる可能性も指摘

されており[11]、上記のような個々に応じた多職種

による長期的な関係作りや、エンパワメントに基づ

く継続的かつ長期的な介入には、高齢者の孤独感を

軽減させるという意味があるかもしれない。さらに

それにより、MBI の改善につながり、認知機能低

下や認知症の発症を遅らせることができるかなど、

今後 MBI に対する更なる研究の発展が期待され

る。 
今回分析対象となった 4 件の中で、無作為化比較

試験による研究は 1 件[16]のみであった。さらに、

この研究は単盲検で評価が行われていた。このよう

な頑健な研究デザインで効果検証が行われ、エンパ

ワメントに基づく心理行動プログラムは、MCI の
ある高齢者の神経精神症状や認知機能の改善に有効

であることが示されている。これまで MCI 段階の

人への介入としては、認知トレーニングなどが中心

であったが、行動面からの心理教育的アプローチに

よっても、MBI や他の健康関連項目が改善するこ

とが示された。 
また、この研究では、プログラムの介入厳密性

（どの程度、計画通りに実行できているか）を保証

するために、介入セッションごとに簡潔なマニュア

ルを用いて振り返れるようにしている。さらに、長

期的に介入厳密性を維持するために、電話でのフォ

ローアップ時にはチェックリストを使用していた

[19]。認知症の人の BPSD に対しては、行動マネジ

メント（behavioral management techniques: BMT）に

基づいた個別的・長期的な支援が有効ということが

示されており[20][21]、このことは MBI に対しても

当てはまるのではないかと考えられた。 
３）本研究の課題と今後の展望 

 MBI への非薬物的介入について扱っている研究

は少なく、頑健な研究デザインによる効果検証はさ

らに限られていたため、十分にその効果を明らかに

することはできなかった。また、対象とされていた

MBI にも偏りがあり、全く介入研究が行われてい

ない MBI もあり、その点も今後の課題となる。さ

らに MBI の種類別に、重症度に応じた非薬物的介

入の効果検証も必要と考えられる。これらのことか

ら、MBI に対する非薬物的介入の効果については

現時点では結論づけることはできず、対象者の状態

や状況を考慮した上での検討が今後さらに必要にな

ると考えられた。 
 

Ⅴ. 結論 

認知症の前駆状態ともいわれている MBI への非

薬物的介入のエビデンスについて、関係する文献を

概観し、整理、検討を行った。その結果、最終的に

本研究の適格基準を満たした研究は 4 件であった。

MBI に対する非薬物的アプローチの研究はまだか

なり限られており、アパシーに関する研究が中心で

あることがわかった。MBI や MCI で、アパシーや

認知機能障害があると、介入の導入や継続がうまく

いかないことが多く、そのため持続的な関係作り
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や、個別的なエンパワメントが、介入を成功させる

ために重要と考えられた。文献レビューなどによ

り、MBI に対する非薬物的アプローチが重要とい

う指摘があったが、無作為化比較試験による研究は

1 件のみであり、今後さらに質の高い研究が必要で

ある。 
 

付記 

本研究は JSPS 科研費（24K14162）の助成を受け

て行ったものであり、また一部は JSPS 科研費
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抄録 
 認知症予防には、その前段階としてのフレイルと言われる状態を改善することが重要で

ある。その改善には、このような行動をとらないとフレイル状態に陥るとネガティブ情動

に訴えかけるという手法がとられがちだ。しかしながら、ネガティブ情動は行動を変容さ

せにくい。 
 本研究では、ネガティブ情動を使用せずに、「買い物」という日常生活動作をフレイル

の予防に利用する方策について検討する。 
その方策は、（商店の協力を仰ぎ）、商店主との関わりから、買い物を通して商店の経営

に貢献しているという自己重要感を感じてもらう。その自己重要感が、体力的にも負担に

なりがちな買い物を行うモチベーションになる。買い物を行うことによる身体機能の維

持、脳の活性化、孤独感の解消が結果として、フレイルの予防になり、さらには商店の経

営にも寄与する。 
買い物という行為を単なる生活必要品の調達という意味付与から脱構築し、フレイルの

予防に資する行為として再構成することを提唱する。 
  
０．はじめに 

高齢期に健やかでイキイキとした生活を

送るためには、認知症の予防、ひいてはフ

レイルの予防が重要である。フレイル予防

のためには、運動や人との関わりが必要と

言われている。 
しかしながら、それらの運動や人と関わ

ろうとする行動を起こさせるものに対する

言及がない。 

結局のところ、行動を起こさせるために

脅迫的な言説などの外発的な動機付けに頼

らざるを得なくなる。外発的な動機付けに

よる行動は、正常性バイアスなどの働きに

より長続きせず、結局のところフレイルの

予防という効果が十分に得られないのでは

ないか。 
では、どうすれば、運動や人との関わり

をもつという行動を内発的に動機づけるこ

とができるのか。筆者は、生活上必要な買

37



馬込武志: 脱構築された買い物行為によるフレイル予防  

い物を援用することによって、それが達成

できると考える。その際の買い物のポイン

トは買い物を通しての“なじみの店を応援

すること”である。 
人が感じる幸福感で最大のものは、他者

を援助している時だという。その幸福感が

次の行動（ここでは買い物）を導き出す。

その連鎖が、継続的で自発的な運動や人と

の関わりを生む。「店を支援する買い物」

を通して、高齢者の自己重要感なども充実

する。他者支援という買い物行動が運動や

人との関わりを内発的に動機づけ、精神的

な満足にもつながり、フレイルの予防につ

ながると考える。 
 
１．フレイル予防についての言説 

 認知症の患者数は 2022 年で 443 万人を

数え、2030 年には 523 万人に達すると推

計されている（日本経済新聞 2024 年 5 月

8 日）。この認知症に対してどのように対

応していくかが課題となっている。 
 認知症の予防もさることながら、前段階

としてのフレイルをどのように予防するか

に現在、注目が集まっている。 
 フレイルの予防を研究している飯島

（2021）は、約 5 万人の高齢者を対象に

調査を行った。その調査において、①身体

活動（運動習慣）、②文化活動、③地域活

動・ボランティア活動の３つの活動の有無

とフレイルに対するリスクを比較してい

る。 
その結果、身体活動はしているものの他

の 2 つの活動をしていない群と身体活動は

していないが、他の２つの活動をしている

群は、フレイルのリスクが約 3 分の１のリ

スクになっているという。「地域に出て、

常に人とのつながり、生きがい・やりが

い・目標などを持ちながら継続的に日々取

り組んでいる」ことがフレイルの予防につ

ながると主張している１）。 
 フレイルの予防について、一般的にはど

のような言説があるのだろうか。平成 28
年に発行された東京都（2017）の一般向け

啓発冊子「住み慣れた街でいつまでも－フ

レイル予防で健康長寿－」には、フレイル

状態になる最も大きな原因を「筋肉の衰

え」とし、「何もしないと筋肉は衰えま

す」と述べている２）。 
 ここでのポイントは、「何もしないと筋

肉が衰える」というのは、ネガティブ感情

に訴えかけ、行動変容を促しているという

点である。 
 また、飯島は「私は、さまざまな場所で

フレイルやその予防について話しており、

高齢者の方々には科学的根拠を持って説明

することで「良質な脅し」をすることを心

がけています。」３）と述べている。フレイ

ル予防に大きな影響を持つであろう飯島の

この方針は前出の東京都のパンフレットな

どにも見られ、フレイル予防の方向性の一

つと言えるであろう。 
 恩田ら（2024）は、講話、実技、ワーク

を行う後期高齢者のフレイル予防教室を開

催した。その結果、下肢筋力、バランス、

歩行能力が改善したものの一日あたりの歩

数に増加は認められず、体重の減少も求め

られなかったという４）。この結果は、脅し

ではなく、正しい知識を提供してもそれだ

けではフレイルの予防につながる行動には

むすびつかないということを示唆してい

る。 
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 また、東京都の啓発冊子も恩田らのフレ

イル予防教室もその主眼を「身体活動」に

おいている。飯島が述べているように、身

体活動だけではなく、文化活動や地域活

動・ボランティア活動がフレイルのリスク

軽減に貢献していると思われるので、これ

ら活動にも軸足を置いた予防活動を行う必

要がある。 
 さらにフレイルを予防する理由がなけれ

ば、人々はフレイルの予防行動を実践しな

い。いくら国が旗を振ったところで、モチ

ベーションにはつながらない。   
つまり、健康長寿であることの価値をそ

れぞれの人が見いだせるような仕組みづく

りがあって、フレイルを予防するにはどう

すればよいかという話に接続させる必要が

ある。健康への関心と、健康維持・向上活

動へのモチベーションは別物である５）。 
 これらフレイル予防の言説が、内発的動

機付けではなく、外発的動機付けに依拠し

ていると言える。ここに啓発活動の限界が

あるのではないか。 
 大手小売店の丸井の産業医を務める、小

島（2024）は自らの医師としての経験か

ら、 
 
「糖尿病が悪化すれば人工透析や足の切

断になる」と何度注意されても過食を続

け、実際に人工透析に至る人。周囲に何

度促されても病院に行かず体調を悪化さ

せる人。私は医師としてこうしたケース

を見てきました６）。 
 
 と述べ、ネガティブな情動では、人は中

長期的には変わらないと主張している。フ

レイルの予防を促す言説がまさに、小島の

いう「糖尿病が悪化すれば、人工透析や足

の切断になる」という言説と酷似してい

る。 
 つまり、この言説では、人々の行動変容

を促すのは難しいということだ。 
 ここで、２つの疑問が生じる。ひとつ

は、無効と分かっていてなぜ、同様の言説

を掲げるのか、ということである。これに

ついて、前出の小島（ibid）は、 
 

要因は複数あるにせよ、日本では問題

や失敗に対して叱責や罰を与えるなど、

ネガティブ情動によって人を変えようと

してきたことが、これらの結果に表れて

いるように思います。 
 
 と述べている。つまり、行動変容を促す

際に、脅迫的言説で行なうというという方

法論が多く使われてきたということだ。 
この脅迫的言説とともに「ちゃんと理解

すれば、人々は行動を変える」という信念

ともいうべきもの（フレイル予防教室な

ど）も散見される。 
そうならないのは、数多のダイエットや

禁煙の「失敗」や植木等の「スーダラ節」

のヒットからも裏付けられるだろう。正し

い知識は、行動変容にとって、知識は必要

条件ではあるが、十分条件ではない。 
 疑問のもう一つは、どうすればよいかと

いう改善点である。 
前述のように知識さえあれば、行動する

わけではない。行動の源泉は知識ではな

く、情動なのである。それも行動変容を起

こしやすく、長続きするのは、ネガティブ

な情動ではなく、ポジティブな情動であ

る。 
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前出の小島（ibid）は以下のように述べ

ている。 
 
心臓病の患者なら、「死にたくない」

ではなく「こういう人生を歩みたい」。

虐待された過去を持つ人なら、「虐待は

いやだ」ではなく「こういう家族をつく

りたい」。こうした成長モードの情動が

喚起される時に、人や組織は本質的に変

われるのです。 
 
 つまり、ポジティブな情動を喚起するこ

とが行動を起こす元になり得るという。 
 このポジティブな情動を喚起させるには

どのような方法があるだろうか。フレイル

の予防であるので、もちろん「今後、どの

ような人生を送りたいですか？」という質

問することも考えられるだろう。 
 しかしながら、このような質問は、一般

的に理想とされるような“プロトタイプ”

を答えて終わってしまうということが想像

に難くない。 
 ということは、フレイルを予防するには

フレイル予防と真正面に向き合わないこと

が重要なのではないか。真正面に向き合う

とどうしても“正しさ”にからめとられて

しまう。 
 
２．買い物行為の脱構築 

 真正面に向き合わずにフレイル予防を行

なうというのはどういうことか。その方法

として、生活リハビリを援用することを提

案する。 
 生活リハビリとは、排泄、入浴、食事等

の日常生活動作そのものをリハビリとして

とらえ、その生活動作を工夫しながら自立

した生活を支援するものである。 
生活リハビリの例として、以下のような

ことが挙げられる。日中はベッドで過ご

し、立位はとれるものの歩行が困難で、移

動時に車いすを利用している利用者。その

利用者の下肢筋力の維持を目標に掲げた場

合、一般的には、下肢筋力の維持のための

専門的なリハビリを行うことが考えられ

る。一方、生活リハビリであれば、食事の

際、車いすのまま食事をとるのではなく、

食事の度ごとに椅子に移乗する。１回の食

事で、ベッドから車いす、車いすから椅

子、椅子から車いす、車いすからベッドへ

と都合４回の移乗が行われる。一日で言え

ば、３食におやつがあるので、１日で 16
回の短い時間とは言え、立位を取る「訓

練」が行われる。それが下肢筋力を鍛える

ことにつながっているということだ。 
 上記の例は、一般的なリハビリを行って

いないが、「食事」という日常生活の場面

をリハビリに利用するというものである。 
「リハビリをしなければ、〇〇ができな

くなりますよ」といったネガティブな情動

に頼ることなく、利用者がリハビリをして

いるという意識を持つことなく、結果とし

て、リハビリを行っているという状態を作

り出す。 
 日常生活を送りながら、フレイルの予防

ができないかと考えたときに、筆者が目を

付けたのが「買い物」である。 
 買い物は日常の生活に欠かせないもので

ある。介護でも手段的日常生活動作に分類

されている。 
在宅高齢者の買い物は、多くは理学療法

の分野で、身体的活動として、捉えられ研
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究されているものや７）、地理学の分野で商

店までのアクセスを研究したもの８）など

がある。 
ただし、筆者が考える「買い物」は、生

活必需品を購入することはもちろんだが、

個人商店でなじみの関係を作り、そのお店

を応援するというものである。 
この「買い物」という行為は、フレイル

の予防にうってつけである。フレイルの予

防には一般的に「歯と口の健康を保つ」、

「身体を動かす」、「栄養バランスをと

る」、「社会参加をする」といった４つの柱

があると言われている９）。 
買い物は「運動」をせざるを得ない。ま

た、なじみの個人商店で買い物をする場

合、何らかの会話をするとことも想像に難

くない。この会話は口腔の動きをよくする

ので「口の健康」に、なじみの関係は「交

流」に、また食材を販売する店となじみの

関係になれば、どのような食事をしている

かを把握されて、栄養のアドバイスももら

える「栄養のバランス」にもつながる。 
 
３．フレイル予防への処方箋 

人間の行動は、情動によって促される。

その情動のうち、ネガティブな情動への働

きかけによる行動変容が難しいのであれ

ば、ポジティブな情動への働きかけを利用

すべきである。買い物を行うようにポジテ

ィブな情動へ働きかける。 
 原田ら（2017）は、在宅高齢者は「個人

商店にふれあい拠点としての役割を期待し

ている」ことを指摘されている 10）。この

ことからも買い物と人との関わりは親和性

が強い。商店となじみの関係を築くだけで

なく、行動を起こすためにさらなるきっか

けが必要だ。   
それが、高齢者の自己重要感を高めると

いう方法である。 
 自己重要感は、「自分は（誰かの）役に

立っている」という感情である。買い物と

いう行為は、間違いなく商店の売り上げに

貢献している。つまり、商店の役に立って

いるのである。ただ、普通に買い物をして

いるだけでは、「役に立っている」という

実感は持ちにくい。 
そこで、商店に協力を仰ぎ、来店するた

びに「自分がこの店の売り上げに貢献して

いる」という意識を持ってもらえるよう

な、声掛けや対応をしてもらう。 
買い物に来た高齢者は、「この店の役に

立っている」という自己重要感を得ること

ができる。 
現在、個人商店の苦境は言わずもがなで

ある 11）。個人商店の集まりだった商店街

はシャッター街と揶揄されるように閉じた

店が多くなっている。 
そのような苦境に立たされている個人商

店を買い物をという形で高齢者が救う。個

人商店を営む商店主も高齢者のフレイル予

防を行って高齢者の役に立っているが、そ

の一方で高齢者に売り上げという点で救わ

れるのである。 
人間は、誰かを支援している時に幸福度

が最も高くなるともいわれている。この幸

福度が高い行為はポジティブな情動が高

く、行動に移る、継続する可能性が高い。 
この買い物がスーパーマーケットのよう

なセルフ型の商店であれば、買い物客は声

をかけられることもなく買い物が完了して

しまうので、「自分が役に立っている」と
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いう自己重要感は向上しにくい。せっかく

買い物をしても、買い物が自分の生活にの

み寄与するものであれば、“億劫”になっ

た時点でやめてしまう可能性が高い。 
客である高齢者の自己重要感を高める何

らかの方法について協力してもらう前提で

はあるが、個人商店で買い物をするという

ことがポイントになる。 
このことにより、個人商店を支援しなが

ら買い物を行なうという生活リハビリを通

して、フレイルの予防を行なうことが可能

になる。 
 
４．結論 

 フレイルの予防は日本において喫緊の課

題と言ってよい。そのために様々な啓発が

行われている。しかしながら、その啓発の

多くが人々のネガティブ情動に訴えかける

ものである。これまでのネガティブ情動へ

の働きかけがうまくいっていないことから

考えても、このネガティブ情動への働きか

けは行動変容につながりにくい。 
 そこで、本研究では、フレイルの予防の

みを目指した活動を行なうのではなく、買

い物という日常生活動作を生活リハビリと

して位置づけ、買い物を通してのフレイル

予防を目指す。 
しかしながら、経年による身体機能の衰

えなどから買い物へ行かなくなるというこ

とも十分に考えられる。その買い物を促す

ためになじみのお店を作り、そのお店の売

り上げに貢献しているという自己重要感を

ポジティブ情動に働きかけるという仕組み

を用意する。 
その結果、お客として売り上げに貢献す

る一方でフレイルの予防につながる。とい

う高齢者も商店も win-win の関係を築い

ていくことが可能になるのではないか。 
 おおよそ生活上必要なものとしてしか位

置づけられていない「買い物」をフレイル

予防、商店の支援、ひいては地域貢献とい

う視点で捉えなおす（脱構築する）という

試案である。 
 
５．問題点と課題 

 買い物を通してフレイル予防を行う際に

気をつけなければならないのは、買い物に

よって、自己重要感が満たされるというこ

とは、自己重要感をさらに満たそうと過度

の買い物を行ってしまう可能性があるとい

うことである。 
 これについては、商店の方でよく理解し

てもらい、売り上げを至上命題にしないよ

うに気を付けてもらい、場合によっては、

高齢者に対して、適度な買い物を提案する

などの協力が必要になってくる。 
 また、これは「試論」であるので、検証

が必要になる。その際、内容をよく理解し

た上で協力してもらう商店、高齢者の確保

といった問題が生じる。 
 検証に関しては、多くのハードルがある

ものの、このフレイル予防の方法は、基本

的には費用もかからず、高齢者のフレイル

が予防できるだけでなく、商店も潤い、そ

のような商店が多くあれば地域も活性化さ

れるという効果も十分に考えられる。 
  
注） 
１）飯島勝矢（2021）「さらなる長寿健康

社会への挑戦」『フレイル予防・対策：基

礎研究から臨床、そして地域へ』公益財団

法人 長寿科学振興財団,9-15. 
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２）東京都多職種連携連絡会監修 東京都

福祉保健局医療政策部医療政策課「住み慣

れた街でいつまでも－フレイル予防で健康

長寿」 平成 29 年 3 月 発行. 
３）「健康長寿に向けて必要な取り組みと

は？100 歳まで元気、そのカギを握るのは

フレイル予防だ」厚生労働省 HP
（https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou_ko
uhou/kouhou_shuppan/magazine/202111
_00001.html） 
４）恩田彩加, 髙橋愼弥, 関根美幸, 猪股

伸晃, 桑原倫子, 水野美穂, 田村広江

（2024）フレイル予防・高血圧重症化予防

教室参加者の体力変化について－2022 年

度の報告－日本予防理学療法学会 学術大

会プログラム・抄録集 2.Suppl.No.1 (0), 
274-274. 
５）これについては、稿を改めて論じる。 
６）小島玲子（2024）「情動の「負の連

鎖」変わる難しさを乗り越える（1）」
https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/col

umn/00014/020500048/,2024.2.9,閲覧

2024.8.13. 
７）下木原俊, 田平隆行, 堀田牧（2024）
地域在住認知症高齢者の ADL 能力と要介

護度との関連,日本老年療法学会誌 3 (0), 
n/a-, 2024-04-05 
８）渡辺理絵, 髙山月花（2024）中山間地

における世帯内労働力配分に着目した食料

調達の特徴,季刊地理学 76 (2), 61-78, 
2024. 
９）8020 財団（2024）「知って得する！フ

レイル予防」

https://www.8020zaidan.or.jp/oralfrail/02
.html 2024.9.16 閲覧 
10）原田健司, 今西玄大, 船引一希, 岩崎

義一（2017）高齢社会における地域施設を

梃子にしたコミュニティ形成に関する研究 
,日本都市計画学会関西支部研究発表会講

演概要集 15 (0), 77-80, 2017. 
11）ルポライター井上理津子の『絶滅危惧

個人商店』（2020）という書名などが個人

商店の近況を象徴している。
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外国人介護人材の受け入れ促進 

-外国人介護人材の受け入れの阻害要因に関する整理・分析― 

Promoting the acceptance of foreign care workers 

Analysis of obstacles to accepting foreign care workers  

 

山田 克宏 

東大阪大学短期大学部介護福祉学科 
Katsuhiro YAMADA 

Department of Social Care, Higashiosaka Junior College 
 

抄録 
介護人材の不足に対し、技能実習制度等の制度が新設され、外国人介護人材の受け入れ

が拡大されてきた。しかし、2040年時点で介護人材の充足が見通せない状況で、外国人介

護人材の受け入れ促進が喫緊の課題である。そのため、先行研究等に基づき、外国人介護

人材の受け入れ等の阻害要因を明らかにする。外国人介護人材の受け入れには、地域間・

法人間の差がある。受け入れに積極的な法人は、生活支援にも取り組んでいる。また、ハ

ード面で、インカム等の ICT を活用し、不安感、書くことの苦手意識の軽減がなされてい

る。しかし、偏見、記録の記入、日本語能力、職員・地域のサポート体制の不足等によ

り、受け入れが阻害されている。また、受け入れの課題は、生活面の不安、日本文化の理

解であることが推察出来るため、養成校と施設が連携し、教育ツールの開発を行う必要が

ある。本稿では、限られた地域、施設での見解であり、量的調査による精査を行う必要が

ある。 

Key words:  日本語能力 記録 苦手 生活面の不安 日本文化

 

Ⅰ．背景と目的 

 介護人材は、2022年度で 215 万人、2026

年度 240万人、2040年度 272 万人が必要と

されている 1)。少子高齢化に伴い、日本の総

人口が 1億 2,495 万人で高齢化率が 29.0%と

なっていることから就労人口にも影響を与

え、介護人材の不足が課題となってきた。ま

た、75歳以上人口が 1,936 万人で、総人口

に占める割合が 15.5%で後期高齢者が 65～74

歳人口を上回っている状況となっている 2)。

さらに、要介護認定者数が 2000 年 218 万

1,621 人から 2022年 690万 9,659人と大幅

な増加傾向となっており、2050 年で 25 万

人、2040 年で 57 万人の介護人材の不足が

指摘されている 1)。 

しかし、雇用者数の将来推計は、2017 年

に 6,000 万人を割り込み、減少傾向で推移

する見通しである 3)。また、産業別離職率

は、医療・福祉分野が 13.3%と低くはない 

ものの、生活関連サービス業・娯楽業 
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20.8%、サービス業 19.3%、宿泊業 18.2%  

りも低い 4)状況となっており、介護人材が

定着傾向にある。 

 さて、介護福祉士の資格取得方法は、

「養成施設ルート」「実務経験ルート」「福

祉系高校ルート」「EPA(経済連携協定)ルー

ト」「技能実習制度」の 5 ルートである。 

外国人介護人材の場合は、「養成施設ル

ート」、「EPAルート」注 1「技能実習制度」

が中心となろう。EPA ルートの場合は、介

護福祉士の試験に不合格であった場合、国

家試験結果通知書により、合格基準点の 5

割以上であること、すべての試験科目で得

点があることが確認されたら「特定技能

1」に移行可能である。養成施設ルートで

は、介護福祉士の資格取得により、在留資

格「介護」に移行でき、在留資格が期限が

なくなり、日本で暮らし続けることが可能

になる。外国人介護人材には、日本語力の

向上、国家試験では、制度面の科目を苦手

とする 5)課題がある。そのような外国人が

苦手とする点を踏まえ、本研究では、外国

人介護人材の受け入れおよび、外国人介護

人材が就労する阻害要因を明らかにする。  

 

Ⅱ.方法 

1.対象文献の選定 

 外国人介護人材の受け入れに関する文献

を google scholar、CiNii を用いて「外国

外国介護人材の生活に関する記述のある資

料を含めることとした(表 1)。また、文献

検索過程は、図 1 に示した。 

2.分析方法 

 文献は、前述の基準に基づき(表 1)選定

を行い、文献ごとに「論文タイトル」「発

行年」「研究方法」「研究目的」「外国人介

護人材の受け入れに関する施設の阻害要

因」、「外国人介護人材の就労の困難さ」を

抽出し、その概要を整理した。それぞれの

データの共通性や争点を比較検討し、分類

した。文献内容の解釈は、質的研究に知見

のある研究者の助言を得て、信頼性を確保

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より検索した。検索した文献 44 件をナラ

ティブレビューによる文献の整理、分析を

行った。ハンドリサーチで検索した文献 6

件、厚生労働省の資料、都道府県の調査報

告書の 5 件を加え課題整理を行った。文献 

選定基準は、施設の受け入れ、外国人の就

労に関する記述があるものとした。また、 
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表１  本研究における文献選定基準  

含める基準  

(包含基準 ) 

対象が外国人介護人材を中心にした内容のもの  

外国人労働者に関するものは、生活に関する記述があるものは、含む  

要旨・目的・方法・結果・考察・結論が明記されているもの  

除く基準  

(除外基準 ) 

会議録は除く  

対象が外国人介護人材以外は除く  

外国人労働者に関するものは、生活に関する記述がないものは除く  

看護領域の内容のものは除く  

図 1 .  文献検索過程   

 

Ⅲ.結果 

1. 文献整理について 

選定した 19文献を基に、整理し、デ

ータを表 2、表 3 で文献マトリックスと

して示した。 

2. 研究デザイン 

研究デザインでは、量的研究で 2件、

文献研究、インタビュー調査の文献 14

件となっており、多い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

  

CiNii
n=15件

GoogleScholar
n=29件

ハンドリサーチ
n=4件

報告書
n=6件

N=54件
除外論文：n=35件
対象外(論文以外)n＝14件
対象外(内容が異なる)n=16件
対象外(看護領域)n=5件

分析対象論文
N=19件
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表 2.文献対象とする文献の概要  

著者  

(出版

年 ) 

対象者  研究

方法  

研究目的  外国人介護人材受け入れに

関する施設における  

阻害要因  

外国人介護人材の就労にお

ける困難さ  

高守  

(2023

年 ) 

外国人  

介護士  

文献

レビ

ュー  

・外国人介護士が日本で生

活や就労を行う上で、抱え

ている課題、受けているサ

ポート内容を明らかにす

る。  

・日本人介護士が外国人介

護士に高いレベルの日本語

レベル  

・外国人介護士のキャリア

アップの仕組みの未整備な

状況  

・ EPA の場合は、日本語の

習慣もしくは日本人とのコ

ミュニケーション  

・専門用語の理解  

久留

須  

(2024

年 ) 

外国人  

介護人

材  

量的

研究  

・施設職員の外国人介護人

材の受け入れへの関心、事

業所の所在地と外国人受け

入れの関連性および外国人

介護人材の受け入れとコミ

ュニケーション能力の関連

性を明らかにする。  

・介護人材が不足している

ものの、外国人介護人材の

受け入れへの関心が低さ  

 

佐治  

(2024

年 ) 

外国人  

介護人

材  

量的

研究  

質的

研究  

・調査先施設における OJT

日誌が実習生の書く能力等

に効果があったか明らかに

する。  

・ OJT の内容のプログラム

化の未整備  

・ OJT 日誌を使用し、 OJT

を行ったが、書くことの難

しさ  

・技能実習制度では、入職

後の日本語教育は受け入れ

施設に委ねられているため  

中嶋  

(2021

年 ) 

外国人  

介護人

材  

質的

研究  

文献

研究  

・外国人介護人材を活用す

る上での制度を概観し、外

国人人材受け入れに関する

課題とそれを解決するアプ

ローチを探ることを目的と

する。  

・多額の費用がかかる点  ・ EPA や技能実習生では、

日本語能力が影響し、職員

とのコミュニケーションに

もならず利用者対応につい

ても困難さがある  

・文化的齟齬による相互理

解が不十分になる可能性が

ある  

大関

ら  

(2024

年 ) 

外国人  

介護人

材  

文献

研究  

・介護人材の受け入れ問題

を対象に、日本語教育の現

状と課題を浮き彫りにする

ことを目的とする。  

・施設のダイバーシティマ

ネジメントの構築  

・日本語や国家資格取得の

ための継続学習の支援強化  
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金井  

(2018

年 ) 

外国人  

介護人

材  

質的

研究  

・外国人人材を取り巻く制

度や意見などを通して、受

け入れについて基盤づくり

を考える。  

・上下関係による業務指導

の限界  

・生活における精神的負担  

・記録やケアプランの理解

といったところで壁にぶつ

かる。  

・最初は、外国人に介護さ

れるのが嫌がられた  

二瓶  

(2023

年 ) 

外国人  

介護人

材  

質的

研究  

・シンガポールにおけるグ

ローバルケアの供給体制を

取り上げ、そのメカニズム

を分析する。  

 ・言語が大きなハードルと

なる。  

・根拠のある介護の実現  

鄭  

(2023

年 ) 

外国人

介護人

材  

質的

研究  

外国人介護人材を「受け入

れて育てること」に関する

現状と課題を分析する。  

  

中村  

(2022

年 ) 

外国人

介護人

材  

質的

研究  

外国人介護人材を受けるた

めの 4 つの制度が、日本国

内の介護人材不足を解消し

ていく上で、どのような役

割を果たしうるか検証を行

う。  

・外国人介護人材を受け入

れていることの広報活動の

不足  

 

于  

(2020

年 ) 

外国人

介護人

材  

文献

研究  

質的

研究  

介護業界における介護人材

不足の背景と実態を把握す

る。そのうえで、外国人介

護人材の受け入れ政策の展

開プロセスを整理し、それ

ぞれの政策における課題を

検討する。  

・文化・風習・宗教上の違

いによるトラブル  

・受け入れ手続きや在留資

格が複雑で、事務作業の煩

雑が生じること  

・低い処遇と雇用環境の改

善  

小原

ら  

(2023

年 ) 

外国人

介護人

材  

文献

研究  

質的

研究  

外国人受け入れの環境整

備、来日就労の現状、外国

人介護人材受け入れと日本

における自立支援介護の現

状・課題を明らかにする。  

・特定技能では、日本語能

力や介護経験が不足してい

る人材が就労する。  

・自立支援介護の理解  

秋原

ら  

(2019

年 ) 

外国人

介護人

材  

質的

研究  

在留資格「介護」、技能実

習制度を含めた、外国人介

護人材の動き、課題、秋田

県内の受け入れ施設におけ

・制度が異なる外国人介護

人材を受け入れた場合の職

場内あるいは、利用者との

・日本語を学ぶ、公的な支

援体制  

48



                          山田克宏: 外国介護人材の受け入れ促進 
 

る聞き取り調査内容を明示

する。  

間での理解促進 (技能水準

の違い ) 

・生活サポート体制がない

施設もある。  

武中  

(2017

年 ) 

外国人

介護人

材  

文献

研究  

質的

研究  

外国人介護人材の受け入れ

に関する先行研究の整理、

外国人の介護人材を受け入

れている施設における就労

状況と課題、自法人の外国

人介護人材の受け入れ対策

のあり方  

・職場の指導要員不足  

・ EPA では、金銭負担、機

会費用の負担  

・介護方法が統一されてい

ない  

・職員によって介助方法が

異なる  

・差別を感じる  

・指導者職員の負担が重い  

・日本語の言語知識・読解

力・聴解力・記述力の不足  

・介護記録の難しさ  

・日本人が遠回しにいうこ

とへのとまどい  

・心理的距離の違い  

大和  

(2020

年 ) 

 

外国人

介護人

材  

量的

研究  

質的

研究  

介護現場での人材不足の実

態を踏まえ、新たに始める

外国人労働者の受け入れを

めぐる課題を神戸市の実態

調査から分析し、今後の外

国人介護労働者が心地よく

日本社会で働き、生活者と

して地域社会のなかで生活

できるような支援を行うた

めの受け入れ準備の在り方

を探ることを目的とする。  

 

・受け入れの手間や費用  

・日本語能力や介護技術の

向上に自法人だけの力では

困難 (外部のサポートが必

要）  

・施設の体力がある施設で

ないと受け入れが困難  

・記録  

・日本文化・年中行事の理

解  
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表 3.文献対象とする文献の概要 (報告書 ) 

著 者  

(出版 年 ) 

対 象者  報 告内 容  外 国人 介 護 人材 の 就 労に お け る

困 難さ  

そ の他  

三 菱 UFJ リ サー

チ ＆コ ン サ ルテ

ィ ング  

(2023 年 ) 

外 国人  

介 護人

材  

外 国人 介 護 人材 の た め の 制 度 的な 検 討

を 含め た 支 援施 策 や 外国 人 介 護人 材 キ

ャ リア 支 援 のあ り 方 を検 討 す るこ と を

目 的と す る 。  

・ 特定 技 能 では 、 日 本語 能 力 を

一 番重 視 し てお り 、 個々 の 日 本

語 能力 に よ って 就 労 へ結 び つ か

な い可 能 性 があ る 。  

・ 外国 人 介 護人 材 同 士の 待 遇 の

違 いに よ り 、不 満 が 生じ る 。  

 

日 本介 護 福 祉士

会  

(2024 年 ) 

外 国人

介 護人

材  

外 国人 介 護 人材 が 、 日本 の 介 護現 場 に

お いて 、 更 なる 活 躍 がで き る よう 起 こ

り 得る 事 柄 や必 要 な 支援 な ど を紹 介 す

る 。  

・ 外国 人 介 護人 材 へ の 長 期 休 暇

に 関す る 点  

・ キャ リ ア アッ プ の サポ ー ト  

・ 配偶 者 を 日本 に 呼 び寄 せ た 場

合 の生 活 支 援  

 

パ ーソ ナ ル キャ

リ ア株 式 会 社  

(2023 年 ) 

外 国人

介 護人

材  

5 つ の モデ ル 地 域 に おい て 、 外国 人 介

護 人材 職 場 や地 域 へ の受 け 入 れ・ 定 着

を 図り 、 事 業を 通 じ て得 ら れ た定 着 実

績 や効 果 的 な 支 援 内 容等 に つ いて 、 他

の 地方 公 共 団体 に 周 知す る こ とを 目 的

と した 。  

・ 住居 、 交 通機 関 、 気 温 、 全 般

的 な不 便 さ  

・ キャ リ ア アッ プ 、 就 労 環 境 、

シ フト  

・ 職場 の 上 司・ 先 輩 、同 居 人 と

の 人間 関 係  

 

介 護労 働 安 定セ

ン ター 「 事 業所

に おけ る 介 護労

働 実態 調 査  結

果 報告 書 」  

(2023 年 ) 

  ・ 事業 所 の 規模 別 で 、社 員 が 20

名 以下 で は 、 5 割 か ら 8 割 が 外

国 籍労 働 者 を今 後 も 受け 入 れ た

い と思 わ な いと 回 答 して い る 。  

・ 受け 入 れ てい る 事 業所 で は 、「 今

後 積極 的 に 受け 入 れ を拡 大 し てい き

た い」 34.9%、「 現 在 の外 国 籍 労働 者

数 の水 準 を 補充 す る 程度 の 受 け入 れ

を する 」 が 42.7%で 合 計 82.1%が 外

国 籍労 働 者 を受 け 入 れる 見 込 みと な

っ てい る 。  

大 阪府 外 国 人介

護 人材 の 受 け入

れ に関 す る アン

ケ ート 調 査  

(2023 年 ) 

  ・ 外国 人 介 護人 材 は 、 日 常 生 活

の 支援 、 業 務内 容 配 慮 、 勤 務 時

間 の調 整 を 受け れ て いる 。  

・ 受入 れ 入 れて い な い事 業 所 の理 由

は 、指 導 で きる 職 員 がい な い 。日 本

語 の文 章 力 、読 解 力 の 不 足 に より 、

業 務に 支 障 があ る 。 また 、 受 入れ の

ノ ウハ ウ が ない 、 受 け入 れ に あっ て

不 安が 大 き いと い う 意見 が み られ

た 。  
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3.項目ごとの文献整理 

1)EPA による外国人の受け入れ 

まず、EPA 受け入れの趣旨であるが、看

護・介護分野の労働力不足への対応として

行うのではなく、相手国からの強い要望に

基づき交渉した結果、経済活動の連携の強

化から実施されるもので、例外的なもので

ある 7)。2008 年からインドネシア、2009

年からフィリピン、2014 年からベトナム

の受け入れを開始した 7)。 EPA 受け入れの

課題として 4 年間の在留資格、実務経験 3

年が必要なため、国家試験の受験が 1 回し

か受験できず、不合格の場合は帰国する必

要がある。 

しかし、2021 年の閣議決定により、滞

在期間の 1年間延長が認められた 6)。ま

た、外国人の受け入れ要件の中で、日本語

能力が、EPAで N3(ベトナム人)から N5(イ

ンドネシア・フィリピン)相当である。在

留資格「介護」では、要件はないものの、

国家試験の合格率の推移で見ると、EPA が

60.0%から 97.0%となっており過半数が合

格している。留学生に対するアンケートに

よれば、日本語レベルが N3 に合格

41.2%、N2 に合格 34.8%、N1 に合格 3.8%と

なっている 8)。また、日本語の理解度は、

日常生活でだいたいわかる（78.2%）、よく

わかる（17.0%）。学校での授業で、だいた

いわかる(79.7%)、よくわかる(8.2%)。介

護施設・事業でのアルバイト・介護実習

で、だいたいわかる(73.5%)、よくわかる

（19.9%）。介護福祉士の勉強で、だいたい

わかる(63.2%)、よくわかる（7.0%）とい

う結果である。また、アルバイトの経験

で、介護施設・事業所でアルバイトしたこ

とがある(75.1%)、介護施設・アルバイト

の経験なし(24.9%)となっている。さら

に、アルバイト先の介護施設の環境とし

て、留学生が参加できる介護研修がある

(68.0%)、留学生が参加できる日本語研修

がある（50.0%）となっている。留学生の

受け入れ施設では、EPAによる受け入れで

契約から入職まで費用が 115 万円、受け入

れから介護福祉士の取得までに 703 万円必

要としている 8)。ただし、入職から 1～4

年で人件費が 350 万円程度となっており、

日本人を採用する場合との差が、353 万円

(研修時間の人件費：240万円。住宅費：

294 万円。管理団体への支払：64,000 円)

ある 9)。ただし、前述のように EPA による

来日者は、母国において看護師資格を有す

るもの、介護士の資格を有するものである

ため、技術面のハードルが低い 9)。日本語

能力に関しては、介護現場で求められる日

本語能力は高く、一般に習得は困難であ

り、とりわけ介護記録に関する読み書き

は、相当にレベルが高く、記録に多くの介

護知識が必要とされること、介護福祉士に

合格することは相当に困難を要する 8)との

指摘もある。インタビューでは、EPA で来

日した者の困難な部分として「日本人の遠

回しの言い方」「緊急時のコミュケーショ

ン」「介護方法の不統一」という内容とな

っている 8)。受け入れ施設側の意見として

は、「言葉の行き違いがある」「スキンシッ

プの違いに対するとまどい」「指導にかか

わる時間が、日本人に比して、2、3 倍か

かる」「相手の文化を理解して教えないと

いけない」9)専門用語の理解 10)という指摘

がある。EPAで採用された和歌山の施設で

就労し、働きながら介護福祉士の資格を一

度で合格できたプトゥ氏は、その理由を職
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員のサポートがあったことをあげている

11)。また、施設の管理本部長は、相手の文

化や宗教を職員全員で理解しておくことが

円滑に仕事を進める上で重要としている。

具体的には、施設食の献立に豚や牛がわか

るように表示、お祈りの時間の確保、ジル

バブ注 2の着用を勤務中に認める。インカ

ムやカメラの設置などハード面の整備によ

り、相談がしやすいようにしている 11)。ま

た、iPad で記録できるようにすること

で、約 5 割の職員の負担感が軽減されたと

いう意見もある 12)。  

2)技能実習および特定技能による外国人の

受け入れについて 

技能実習制度は、2017年 11 月 1 日から

外国人技能実習制度（以下、技能実習とい

う）に 介護職が追加された。技能実習・

特定技能の日本語能力は、N4 程度以上と

なっている。 

しかし、特定技能は、介護事業所での学

習時間の提供に関して定められているが、

ルールが明確ではなく、入職後の日本語教

育は、受け入れ施設に委ねられているため

13)、事業所の方針次第で学習時間等が大き

く異なるのが現状である 14)。また、技能実

習や特定技能の在留資格から介護福祉士の

国家試験の取得を目指す実務経験ルートに

は、介護福祉士国家試験で不合格になった

場合の措置は設けられていない。そのた

め、在留資格「介護」に切り替えができな

い場合は、5年で帰国することになる。ま

た、特定技能「介護」に参加するには、基

本的には①国際交流基金日本語基礎テス

ト、②介護日本語評価試験、③介護技能評

価の 3 つの試験に合格する必要があり、ハ

ードルがある。さらに、介護福祉士国家試

験を目指す場合は、実務経験 3 年以上およ

び介護福祉士実務者研修修了が必要とな

る。実務者研修では、通信添削とスクーリ

ングが併用されるが、「介護過程Ⅲ」「医療

的ケア」は、スクーリングが必須となって

おり、その他の科目について通信での受講

が可能となっている。このことから、外国

人介護人材に対して、わかりやすいテキス

トの作成、Eラーニングなどによる自己学

習の支援、教材の提供が必要となる 14)。ま

た、実践の中で発生している利用者から嫌

なことを言われた事例 9)などが課題として

ある。 

3) 報告書による外国人介護人材の受け入

れ実態 

①事業所の受け入れ環境について 

2018年 3 月に養成校を卒業した在留資

格「介護」の方を採用したことによる影響

について、29 件のうち「良い影響があっ

た」が 17 件、「どちかというと良い影響が

あった」8 件であった 15)。次に、法人が外

国人を受け入れるにあたって工夫している

点は、通勤・母国の習慣・住居の手配 191

人(76.1%)、業務内容の配慮 164 件

(65.6%)、休日の付与(49.6%)となっている

16)。さらに、外国人の受け入れにあたり行

っている就労定着につながる取組、支援の

自由記述では、アプリを使った情報共有、

介護記録のためのタブレット導入、留学生

のための修学資金の保証、リフレッシュ休

暇を利用した長期休みを取りやすい環境の

整備、同国出身の先輩からのアドバイスと

なっている 16)。インタビュー調査で休暇に

関しては、十分な日数を確保できているた

め、満足している者が大半であった 17)。 
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しかし、介護福祉士として施設で勤務し

た後に離職した理由として、「有給休暇が

取りづらい」「昇進等の見通しがない」と

いう留学生の意見もあった 18)。外国人を受

け入れない理由は、外国人を指導できる職

員がいないから 72 法人(80.0%)、日本語文

章力・読解力の不足により業務に支障が出

ると思うから 69 法人(76.6%)、利用者等の

コミュケーションに支障があると思うから

64 法人(71.1%)となっている 16)。外国人介

護人材に求める日本語スキルについては、

聞く力、話す力、書く力の順に多く、聴

解、話術がとれることを求めており、日本

語の読解及び筆記については、コミュニケ

ーションほどは求めていないとしている

19)。この点を日本語能力検定試験レベルか

らみると N3～N2 レベルが必要ということ

になる。外国人介護人材の日本語能力の問

題として「利用者等との会話等における意

思疎通に支障がある」58.9%以外に、「日本

語文章力・読解力の不足等により、介護記

録の作成に支障がある」54.1%となってい

る 20)。それに対して以下のような意見があ

る。障害者入所施設の施設長は、重度知的

障害者の利用者が多く、高齢者施設と違

い、支援する際には言語的コミュケーショ

ンというよりも、非言語的コミュケーショ

ンが重要となる。採用にあたり、彼女の日

本語力が十分でないことなど問題とならな

かった 21)という指摘がある。それに対し、

①来日国の傾向について  

一例であるが、神戸市では、ベトナム人

の留学生が 2013 年 12 月時点の 1,773 人か

ら 2020 年 1月時点で 7,550 人へと増加

し、4 倍以上となっており、ほとんどがベ

トナム人である 22)。その理由は、留学ビザ

であれば、日本語学校から専門学校・大学

へ進学することで、その後就職の可能性が

あるなど、より長期の在留の可能性がある

ことが口コミで広がっていることが大き

い。 

②外国人の地域生活について 

外国人の生活問題は、近隣の日本人住民

との関係で、ゴミ出しルールのなさ、駐

輪、騒音の 3 点である 22)。留学生は家族帯

同が認められており、家族と共に神戸市に

住む者もいる。そのため、日本語の話せな

い外国人の子どもの不就労が大きな問題と

なっていく可能性がある 22)。外国人には、

言葉の壁、制度の壁、心の壁という 3 つの

壁が立ちはだかる 22)。相談として最近多そ

ベトナムでは収入に応じて保険料が増減す

る制度でないため、2 年目の健康保険料が

高いという問題が生じている。アルバイト

で収入が増えると当初 2,00 円であった保

険料が 1 万円を超えたりするとベトナム人

は、驚いて、滞納して差し押さえされるケ

ースもある 22)。 

③外国人介護人材受け入れの地域傾向 

在留資格「介護」の在留者数は、2020

年では 1,714 名であったものが、2023 年

で 8,093 名とういうように大幅に増加傾向

にある 17)。また、地域別では、2023 年時

点で、大阪府 1,616 名、東京都 822 名、千

葉県 604 名で多く、都市部に偏重している

傾向がある。生活で困っている点は、地域

差がみられる。北海道・岐阜では、暑い・

寒いなど気候の問題が 35.0%～65.0%程度

ある。鹿児島県では、バスや電車の乗り方

が 45.0%23)となっている。留学生の授業

に対するアンケートでは、「時々意味の分

からない言葉が出てくる」「聞くことはで
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きても説明はできない」「日本人学生の言

うことがわからない」という回答がある。

また、利用者家族の主語のない表現が、誰

に頼んでいる事かわからない。「イライ

ラ」など擬音語・擬態語の言い回しがわか

らないという回答であった 24)。さらに、

家族滞在者がいる場合は、配偶者は日本語

を話せない場合が多く、生活のしづらさ、

就労先が見つかれないなどの困難を抱えて

いる 17)。 

 

Ⅳ．考察 

外国人介護人材の中で介護福祉士の国家

試験の合格率は、EPA が圧倒的に高い傾向

にあることから、日本語能力が影響してい

ることが推察できる。また、EPA や技能実

習生には、施設がサポートを行う。留学生

には、養成校がサポートする点に違いがあ

る。さて、課題としては、EPA に滞在期限

がある点であった。しかし、在留資格「介

護」にすることで継続して日本に滞在する

ことも可能である。また、実務経験ルート

も「特定技能 1」であっても介護福祉士の

資格取得により在留資格「介護」への切り

替えが可能になる。そういう意味では、制

度の趣旨とは実態が異なってきているが、

外国人介護人材が定着しやすくなるような

制度の整備がなされてきている。文献整理

では、施設の考え方や生活サポート体制の

違いにより、外国人介護人材の受け入れが

促進される場合と促進されない場合があ

る。受け入れの阻害要因は、借り上げ寮の

保有の有無、職員・地域住民のサポート体

制、ハード面でのインカム等の整備、文化

への理解の有無等の影響、差別意識の心理

的側面があろう。また、日本語を読む・書

くことを重視すれば、外国人介護人材の書

く力の不足 13）により、受け入れの促進が

しづらいことが推察できる。介護人材確保

の目標値に沿って増やすためには、介護現

場から離職した人材の介護職としての復帰

と外国人介護人材の確保が重要である。つ

まり、外国人介護人材を受け入れること

は、当然の発想である。つまり、外国人介

護人材の受け入れをしづらい理由を探すの

ではなく、受け入れを促進するために職場

における職員・利用者・地域への外国人介

護人材への理解の促すための啓発活動が必

要である。外国人介護人材は、文化的背景

が異なるわけで、まずは、交流を進めてい

く仕組み作りも必要である。また、行政と

も連携し、外国人介護人材の家族全体をサ

ポートすることも必要であろう。コスト面

では、施設の経営状況により受け入れが阻

害されないように 25）法人同士が協働・連

携していくことで、日本語の教育や生活支

援の経済的負担を軽減させる必要があり、

受け入れのノウハウが 16)ないと養成教育で

は、外国人介護人材に対して、日本語力

は、聞く力と話す力を重視する施設が多い

19)ことから、その点を重視した授業評価が

必要である。その上で、介護実践で、倫理

的判断・価値判断が出来る教育を重視して

いく必要がある。そのため、日本文化、年

中行事の理解 25）について学ぶ必要性があ

ると考えられるが、現在、科目設定がなく

養成校の運用に委ねられていることが、課

題と言える。 

 

Ⅴ. 結論 

外国人介護人材の受け入れの課題は、生

活面の不安、日本語の能力、日本文化の理
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解であると推察できる。そのため、外国人

介護人材の受け入れを促進していくために

は、職員・利用者・地域への理解のための

啓発活動が重要となる。そのため、相互交

流を進めていく仕組み作りが必要である。

また、行政と連携し、家族全体をサポート

することが必要である。さらに、法人同士

が協働・連携し、日本語教育や生活面への

サポートを行っていくことで、経済的負

担、受け入れノウハウのなさをカバーする

ことが重要である。外国人介護人材は、介

護実践で倫理的判断や価値判断を行う。そ

の際、外国人介護人材が日本文化を学ぶこ

とで、日本語の言葉の語彙や擬音語・擬態

語の言い回し 24)の理解がしやすくなり、倫

理的判断や価値判断も可能になると考えら

れるため、養成校が卒業生のリカレント教

育や介護福祉士会と協働して事業所をサポ

ートしていく必要性がある。 

 

Ⅵ．研究の限界と今後の課題 

今回の研究は、先行研究、報告書を整理

し、分析を行った。外国人介護人材の受け

入れに関する施設における阻害要因は、外

国人介護人材に対する偏見、記録等書く力

を必須と考えている点、指導者職員の負担

等であった。 

しかし、施設によって、非言語的コミュ

ニケーションを重視し、同国出身者による

アドバイスによる、異文化理解やサポート

体制が出来ている。ただし、限られた地

域、施設の回答であるため、外国人介護人

材の多い地域を含め、量的調査により、よ

り詳細な検討が必要である。また、地域ご

と、施設間、養成校との連携、協働を機能

させることで、外国人介護人材の確保、定

着が促進される可能性もある。そのために

は、課題となっている外国人介護人材の生

活面の不安、日本文化理解促進に関するマ

ニュアル作成、教育ツールの開発も必要と

言える。 

 

【注】 

注 1. WTO(世界貿易機関)を中心とした

多国間の貿易自由化を補完するため、国や

地域を限定として、関税等の貿易障壁を撤

廃することによりモノ・ヒト・カネの移動

を促進させようとするもの 

注 2. ジルバブは、イスラム教徒の女性

が身に付けるスカーフのこと 
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寄稿論文 

 

介護施設における多様性とアンコンシャスバイアス 

Diversity and Unconscious Bias in Nursing Homes 

 

 

 

山下 聡理 1)1 

社会福祉法人 久義会 特別養護老人ホーム 高秀苑 

 

Sori Yamashita 

Social Welfare Corporation Kyugikai Special Nursing Home for the Elderly Koushuen 

Key words: 少子高齢化、介護人材不足、多様性、アンコンシャスバイアス、理念、共通言語 

 

Ⅰ．はじめに 

日本は急速な少子高齢化が進行しており、介護施

設や在宅での介護サービスの需要が増え続けている。

厚生労働省令和 4 年度介護給付費等実態統計の概況

（令和 4 年 5月審査分～令和 5 年 4 月審査分）の受

給者の状況を見ても、年間累計受給者数は令和 3 年

度に比べて、令和 4 年度では、1.6％増加している。
１） 

しかし、その一方で介護現場において、人材不足

という深刻な課題に直面している。厚生労働省は令

和 6 年 7 月 12 日、第９期介護保険事業計画の介護

サービス見込み量等に基づく介護職員の必要数につ

いて、2026 年度には約 240 万人（＋約 25 万人）、

2040 年度には約 272 万人（＋約 57 万人）となった

ことを発表している（※ （ ）内は 2022 年度（215

万人）比）。国においては、（１）介護職員の処遇改

善、（２）多様な人材の確保・育成、（３）離職防止・

定着促進・生産性向上、（４）介護職の魅力向上、（５）

外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保

対策に取り組むとしている。３） 

このように、介護現場における人材確保は困難を

極めていると言える。介護職員は、専門的なスキル

や知識が求められるうえに、肉体的・精神的な負荷

が高い仕事であり、厳しい労働条件から人材確保が

非常に難しい状況が続いている。このため、介護現

場においては、職員の過労や離職率が高まり、サー

ビスの質の低下や利用者・入居者の満足度の低下な

どが懸念される。 

介護人材不足の中、日本では外国人材の活用が進

められている。外国人材は日本の労働市場において

新たな可能性をもたらし、介護サービスの充実に貢

 
受付日 2024 年 8 月 25 日／受理日 2024 年 10 月 21 日  〔連絡先〕(勤) 〒581-0823 大阪府八尾市桂町 5-11-6 

献することが期待されている。外国人材の受け入れ

について、高秀苑においても進めており、令和 6 年

7 月現在、6名の外国人材を採用している。令和 6 年

8 月には、2 名の外国人材を新たに採用する予定であ

る。出身国はベトナム・インドネシア・ミャンマー

となっている。それぞれの出身国における文化の違

いや介護についての考え方の違いがある中で、外国

人材を受け入れるには言語や文化の違い、資格の認

定など多くの課題がある。こうした課題を乗り越え

るためには、多様性を受け入れる姿勢が求められる。 

多様性は、現代社会において重要なテーマの一つ

として位置付けられている。この概念は、様々な文

化、信念、価値観、生い立ち、性別、年齢などの違

いを尊重し、それらを含めた多様な人々が共生する

ことを目指している。多様性は単なる異文化の受け

入れだけではなく、異なる視点や価値観を尊重し、

活かすことで、より豊かな社会を築くことができる。

外国人材に限らず、職場で働く全ての人の多様性を

受け入れていることが重要である。 

特に介護の現場では、利用者や入居者・職員のバ

ックグラウンドが多様であり、それぞれの価値観を

尊重する風土があれば、高齢者や障がい者、異なる

文化、性別や性同一性に関する問題など、多様な属

性を持つ利用者や入居者に対して、それに適したケ

アの提供ができる。介護現場においても、多様性を

理解し受け入れることが必要不可欠であり、外国人

材の採用やアンコンシャスバイアスの克服が喫緊の

課題となっていると言える。 

アンコンシャスバイアスとは、自分自身が気づか

ずに持っているものごとの捉え方の偏りや思い込み

のことをいう。これまで過ごしてきた社会環境や過
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去の経験で培われた知識や経験は、時に「無意識の

思い込み」として働き、職場では多様な人々の活躍

を阻害したり、自分自身のキャリア・ライフプラン

の可能性を狭めてしまったりする可能性がある。３） 

アンコンシャスバイアスは、意識的には気づかな

いため、特に危険な要素となり得る。多様性が尊重

される社会においても、アンコンシャスバイアスが

働くことで、差別や格差が生じ、多様性の実現を阻

害することがある。アンコンシャスバイアスが働く

ことで、無意識のうちに特定のグループや属性・考

え方に偏見を持ってしまい、それが行動に表れるこ

とで多様性が崩れる可能性がある。多様性を推進す

るためには、まずこのアンコンシャスバイアスに気

づき、それを克服する取り組みが不可欠となる。 

介護現場においてのアンコンシャスバイアスは、

チームワークや人事評価、ケアの提供に影響を及ぼ

すことがある。「外国人だから記録ができない」「小

さな子どもがいるから、リーダーは任せられない」

などは、アンコンシャスバイアスの一例と言える。 

 アンコンシャスバイアスについて理解を深め、多

様性を理解し活かすためには、教育や研修の充実が

重要である。職員やスタッフに対して、異なる文化

や価値観への理解を深める機会を提供することで、

多様性に対する対応力が向上する。また、アンコン

シャスバイアスについての教育やトレーニングを通

じて、それに気づき対処する力を養うことが必要で

ある。 

 本論文では、介護現場においてアンコンシャスバ

イアスについてどのように理解を深め、職場におけ

る多様性を受け入れるかについて考察し、今後の展

望について述べたいと思う。 

 

Ⅱ．介護人材不足の背景 

日本は急速な少子高齢化が進行している。日本の

人口は近年減少局面を迎えており、2070 年には総

人口が 9,000万人を割り込み、高齢化率は 39％の

水準になると推計されている。また、団塊の世代の

方々が全て 75 歳となる 2025 年には、75 歳以上の

人口が全人口の約 18％となり、2040年には 65 歳以

上の人口が全人口の約 35％となると推計されてい

る。諸外国と比較しても、日本における少子高齢化

の動きは継続している。４） 

（株）リクルート内の研究機関であるリクルート

ワークス研究所が発表した、『未来予測 2040 労働

供給制約社会がやってくる』５）によれば、『日本社

会における労働の需要と供給について、2040 年の

供給不足の規模は、およそ現在の近畿地方の就業者

数が丸ごと消滅する規模（近畿地方の就業者数は

2022年 7～9月期平均で 1104万人）となる。社会

における労働の供給量（担い手の数）は、今後数年

の踊り場を経て 2027 年頃から急激に減少する局面

に入る。2022 年に約 6587 万人であった労働供給量

は、現役世代人口の急減に伴って、2030 年には約

6337 万人、2040年には 5767 万人へと減少してい

く。社会における労働の需要量（労働の消費量）

は、今後もほぼ横ばいで推移する。労働需要が減少

しない背景には、2040 年までの日本社会において

は高齢人口が減少しないことがある（高齢人口のピ

ークは 2042年と推定されている）。高齢人口は、医

療・福祉業や物流業、小売業など人手を介する生活

維持サービスへの依存度が高く、こうした業種に従

事する職種を中心に労働の消費量は今後も増加する

可能性が高い』とのことである。また、『この変化

の影響は労働社会だけにとどまらず、私たちは生活

面で何かを我慢することが増えるだろうし、それに

伴い企業経営も、人々の仕事への向き合い方も変わ

らざるを得ない。労働需給シミュレーションは、大

きなパラダイムシフトの可能性を示しているのだ。

また同時に、現在の人手不足が深刻化している状態

ですら、まだまだはじまりにすぎないことも教えて

いる。2040年にかけての日本における１つの格言

は「今が一番人材を獲得しやすい」になるだろう。

去年よりも今年、今年よりも来年と人材確保が困難

な状況となる。こうした実感は企業の採用意欲を加

速させ、人材獲得に一層の激しい競争を生み出す。

人材を獲得するために経営戦略を変えたり、資金調

達をしたり、新商品を開発したりといった過去にな

かった動きを引き起こすだろう。』としている。ま

た、『「介護サービス」職種は、介護職員や訪問介護

従事者を指すが、2030 年に 21.0 万人、2040年に

58.0 万人の供給不足が見込まれる。2040 年の労働

需要（229.7万人）に対する不足率 25.3％であり、

全国で平均しても例えば「週 4 日必要なデイサービ

スに、スタッフ不足で 3 日しか通えない」という状

況が“標準的な”状態となってしまう。』としてい

る。５）まさに、「今」何かに取り組まなければ、い

けない状況下にあると言える。 

 

Ⅲ．多様性と施設理念の重要性 

介護人材不足は、現在における問題ではなく、今

後も続いていくことは、間違いないと言える。例

え、ICT・介護ロボットの開発が進んで介護職員の

負担が減り、処遇改善が進んだとしても、そもそも

労働の需要と供給のバランスが崩れている限り、人

材不足解消の決め手とならない。現在は、外国人材

の活用が進められているが、それだけで全て解決す

る訳ではない。もちろん、今後の日本は多様な人々

が活躍する社会になっていくことが望ましいことは

間違いない。現に、介護現場においては、外国人材

の受け入れが進んでいる。しかし、現在の日本の経
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済・社会情勢のなか、単純な外国人材受け入れが決

定的な対応策になるとは思えない。日本の経済的な

地位の低下を考えれば、外国人材が日本を選んでく

れるのかは定かではない。 

介護人材不足を少しでも解消するためには、外国

人材活用だけでなく、介護現場における多様性が重

要だと言えるのではないかと考える。組織におい

て、人種や性別、年齢、宗教、価値観、働き方も含

めて認め合い、共存しながら、それぞれが持つ能力

や考えを活かす取り組みが必要である。 

例えば、結婚や出産、妊娠、育児、親の介護のた

めに、現在の雇用形態では働けないという人も少な

くない。これらに取り組む事業所も増えてきている

が、まだまだ浸透しているとは言えない状況であ

る。そこには、介護現場におけるアンコンシャスバ

イアスがあるからと言えるのではないだろうか。 

実際、介護現場において、どのようなアンコンシ

ャスバイアスがあるのか実例をあげると、「育児を

している職員にリーダーはできない」「障がいがあ

る職員は常勤で働くのは難しい」「外国人は記録が

難しい」「高齢になると介護職として働くのは難し

い」ということがある。これらは、無意識のうちに

持っている偏見や先入観と言えるのではないだろう

か。例えば、「育児をしている職員にリーダーはで

きない」とあるが、本当にそうだろうか。新型コロ

ナウイルスの流行により、在宅勤務ができるように

IT 化も進んできている。自宅でできる仕事と出勤

しなければいけない仕事を分けることによって、十

分リーダーとして仕事を全うすることができるので

はないだろうか。今までの仕事の仕方に捕らわれて

おり、新しい仕事の仕方を受け入れていないだけで

はないだろうか。また、新しい仕事の形を考える前

に、良かれと思って「育児中だからリーダーを任せ

るのは可哀想だ」というアンコンシャスバイアスが

そこにはあると言える。また、逆に育児をしている

職員がアンコンシャスバイアスにとらわれているこ

とがある。周囲からのアンコンシャスバイアスを受

け取った結果、十分に能力も経験もあるのに、本人

がそのアンコンシャスバイアスを受け入れてしま

い、自分自身を過小評価してしまうことで「育児で

迷惑をかけるから」となってしまう。 

 このように、アンコンシャスバイアスは、多様性

の実現を阻害する要因となりえる。高秀苑において

も、このようなアンコンシャスバイアスが無いとは

言えない。しかし、アンコンシャスバイアスは無く

なるものではなく、向き合い、理解することが重要

である。要するに、多様性を理解し活かすために

は、教育や研修の充実が重要なのである。職員に対

して、異なる文化や価値観への理解を深める機会を

提供することで、多様性に対する対応力が向上す

る。多様性を受け入れることが、施設運営につい

て、重要なポイントとなっているのである。 

 また、介護職員の離職を防ぐことも、介護人材不

足を防ぐための取り組みの１つと言える。内田によ

ると「高齢介護施設において、介護の質向上への取

り組みは離職意向を直接低めるが、上司の意向を中

心とするトップダウンの管理を行うと離職意向を直

接高めていた。業務負担軽減の取り組みと、適切な

評価と人員配置は離職意向に直接の影響はみられな

かったが、介護の質向上への取り組みを介して、離

職意向を低めていることが明らかになった。以上よ

り、現在行われている労働条件の改善や、業務の効

率化は、ただ行えばよいというものではなく、理想

の介護や、介護の質向上の実現に向けて取り組むこ

とで、離職意向の低下に有効であると考えられた」

とある。６）このことから、介護施設における離職

防止には、施設の理念や価値観を共有することが重

要と言える。職員が施設の理念に共感し、その実現

に向けて共に努力することで、チームの結束が強ま

り、職員間のコミュニケーションも円滑になる。理

念の共有は職場の雰囲気を良好に保ち、離職を減少

させる効果が期待できる。 
 このことから、介護施設において、多様性を受

け入れた上で、理念を共有すること、言わば、目指

すところを明確にすることが大切であると言える。 
施設において、色々な人材を活かし、協力しなが

ら、目的や目標を達成するためには、基本的な考え

方を揃える必要がある。そういう観点から、理念は

施設において大切な「共通言語」と言える。チェス

ターバーナードは組織が成立するために３つの要素

「コミュニケーション」「貢献意欲」「共通目的」が

あると提唱している。７）理念は「共通目的」であ

り、共有するための「ツール」であり、「共通言

語」とも言える。組織が成立するために、理念を共

有すること、「共通言語」を理解することが非常に

重要である。 
 しかし、共通言語を持つことと、多様性を尊重す

ることとは、相反しているようにも思われるかもし

れない。目指すところが明確であるが故に多様性が

受け入れられないように思われたり、多様性を尊重

するために、組織の意思決定が遅くなってしまった

り、対立などが生まれ、組織におけるコミュニケー

ションが不足してしまう可能性も否定できない。こ

このようなことを引き起こす要因がアンコンシャス

バイアスとも言える。共通言語を持つだけでなく、

アンコンシャスバイアスを理解するための教育や研

修は非常に重要であり、一時的なものではなく、学

び続けることが重要である。また、多様性を尊重し

つつ、共通言語を理解し、目的を達成するために必

要な共通項を見つけることが重要であると考える。
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これからは、多様性を理解し、時代と共に変化する

環境に対応していくことが重要であると考える。 
Ⅳ.高秀苑での取り組み 

 ここで、実際に行っている高秀苑においての取り

組みについて説明する。 

①ユニットケア 

 高秀苑では、ユニットケアを推進し、ユニットリ

ーダー研修実地研修施設として、全国のユニットリ

ーダーを受け入れている。ユニットケアの特徴とし

て、一つのユニットに介護職員を固定配置し、チー

ムとしてそのユニットの入居者を担当することが挙

げられる。これによって、入居者と介護職員との信

頼関係が構築されやすくなり、馴染みの関係を築く

ことで、よりきめ細やかなケアが実現しやすくな

る。さらに、ユニットケアでは各職種が連携し、入

居者に対して、継続的かつ包括的なケアを提供する

ことができる。それゆえ、介護職員に求められる知

識やスキルはより専門的となると言える。従来の組

織構成やケアの仕組みに比べて、職員の理解と協力

が不可欠なのである。また、ユニットにおいて職員

が１人しかいない時間があり、介護職員間における

情報共有やコミュニケーションの問題も指摘されて

いる。 

②高秀苑における教育プログラム 

 そのような中で、高秀苑では、教育プログラムの

充実化を図っている。新入職員に対しては、入職し

て１か月間、座学と実技の研修を行いながら、ユニ

ット見学をしてもらっている。ユニット見学におい

て、入居者それぞれの個性を知るということを最初

から求めているのではない。外国人だけでなく、実

際高齢者と触れ合ったことが無い新人も多い。脳血

管疾患等で片麻痺がある入居者や、認知症の方を見

たことがないということがよくある。まずは、見学

し、体験することが重要である。また、介護知識だ

けでなく、一般常識、高秀苑におけるルールを座学

にて伝えていく。入職してからすぐに現場で仕事を

してもらうのではなく、まず、しっかりとした土台

を作ることを大切にしている。また、この期間に基

本的な介護技術を学んでもらうことも重要である。

実践する前に、基本を身につけることが、これから

長く勤めてもらうためにおいて、大切なことだから

である。外国人職員についても、同じように学んで

もらうようにしている。もちろん、資料に振り仮名

を打っていても日本語が全て分かるわけではない

が、学ぶ大切さを知ってもらうことが大切である。

「外国人だから」という考えは持たないようにして

いる。 

もちろん、介護現場におけるコミュニケーション

は非常に重要であり、その重要性は介護の質や受け

る側の満足度に直結している。特に、外国人職員や

多様性のある環境においては、コミュニケーション

の適切な取り方が一層求められる。コミュニケーシ

ョンを通じて、介護職と利用者との信頼関係が築か

れ、適切な介護が提供される。特に、外国人や多様

性のある環境では、言葉だけでなく、文化や背景に

も配慮したコミュニケーションが求められる。言葉

の壁や文化の違いがある場合には、コミュニケーシ

ョンを円滑に行うための工夫が欠かせない。そのた

め、高秀苑では、何か説明した際には、「自分の国

ではどうか」と質問するようにしている。お互いの

理解を深めるには、大切なことだと思っている。そ

のような質問をする中で、「私の住んでいるところ

は～だが、住んでいる場所によって違う」というこ

とも教えてくれた。１つの国においても、考え方や

風習、週間、言葉が違うのは、日本と同じなのであ

る。私たちは、抽象的に物事を捉えてしまうことが

多いが、多様性を理解するには、具体的な事柄につ

いての理解を深めることも大切である。同じ国の出

身であっても、刺身を食べることができる人もいれ

ば全く食べることができないという人もいる。日本

においても、入浴について、身体を洗うだけでなく

浴槽に浸かることを入浴と考えているかもしれない

が、そもそも浴槽に浸かる習慣がなく、浴槽がない

ところもある。大切なのは、「その人」の文化や背

景・風習・意向を尊重し理解することであり、適切

な配慮を行うことなのである。 

また、言葉だけでなく、非言語コミュニケーショ

ンも重要である。身振り手振りや表情、姿勢などを

通じて、相手とのコミュニケーションを図ることを

意識しておかなければならない。特に、外国人や異

文化間でのコミュニケーションでは、言葉だけでは

なかなか伝わらない部分が多いため、非言語コミュ

ニケーションが重要である。特に「笑顔」が大切だ

ということを伝えている。入居者の中には、認知症

の方がおり、言語的なコミュニケーションは苦手と

されている方も多い。しかし、表情から読み取って

判断されていることは多い。心のケアや安心感を提

供するためには、非言語的コミュニケーションがと

ても重要なのである。表情やジェスチャーを通じ

て、気持ちを伝えて共感を示すことで、入居者の心

に寄り添うことができる。また、喜びや悲しみを共

有し、その人らしさを尊重することができる。基本

的なことではあるが、そのことを伝えることで、入

居者との信頼関係を築いていくことができるのであ

る。このようなことを、学んでもらうことで、例え

最初は上手く話せなかったとしても、入居者の笑顔

を引き出すことができ、小さな自信を持つことがで

きるようになる。新入職員の研修においては、しっ

かりとした土台を作ることと、小さな自信を持って

もらえるように働きかけることが、大切である。そ
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うすることで、職員定着につながっていくのであ

る。 

③理念・ケア方針 

また、高秀苑においては、理念やケア方針を大切

にしている。介護施設における理念は、その施設が

目指すべき価値観や目標を示すものとして非常に重

要である。理念が浸透していなければ、施設全体の

方向性や組織文化が定まらず、職員は混乱してしま

う。そういう施設は、「誰が正しいのか」が判断基

準になってしまう。しかし、理念が明確であれば、

全ての職員が一体となって目標に向かって働くこと

ができるため、運営の効率性やケアの質の向上にも

繋がる。「何が正しいのか」という判断基準となる

ものが理念である。 

さらに、介護施設における理念は人材育成や指導

にも大きな影響を与える。組織において、職員は理

念に基づいて行動することが求められる。理念が浸

透していなければ、職員に対しての指導が難しくな

る。「誰が正しい」「誰が間違っている」という判断

軸で評価することになってしまう。理念が浸透して

いれば、理念に即して「何が正しい」「何が間違っ

ている」という視点で指導することができる。この

ため、理念を理解し、共有するための教育や研修が

重要となる。高秀苑では年に２回理念の研修を行な

っている。 

さらに、高秀苑では、理念実現のために、介護現

場において、どのように考えて、どのようにケアす

ればいいのかを明確にするためにケア方針を作成し

ている。ケア方針は、理念が持つ精神や価値観を具

体化したものとして、職員が行動する際の指針とな

る。そのため、理念とケア方針が一貫していること

が重要である。 

理念やケア方針は、現場において、「共通言語」

と成り得る。職員間で、「共通言語」を持つこと

は、非常に大切なことである。人材育成や指導にお

いても、基準が明確になり、指導する側も指導を受

ける側も分かりやすいということがある。施設にお

いて、必要なスキルや知識を磨くことで評価につな

がり、職員自身の自己肯定感にもつながると考え

る。そのため、普段よりケア方針を意識して、現場

で取り組んでもらっている。具体的には、入居者の

ケアについての考え方の統一、ケアのルールなどが

明確になっており、それを踏まえた上で、入居者の

個別性を活かしたケアを行うようにしている。ケア

方針がグランドルールとなり、その上で、個別性に

ついて考えてもらう仕組みとなっている。 

ケア方針については、２年に１度見直しを行って

おり、その際に職員にも見直しに参加してもらって

いる。職員全員が決定に参加することで、より、高

秀苑で働いている意義を感じてもらえるようにして

いる。 

このようにケア方針に基づいてケアすることで、

介護福祉士や社会福祉士の実習生や、ユニットリー

ダー研修生に対して、介護職員が自信を持って高秀

苑の取り組みについて話をしている。「高秀苑の職

員として」話をしているということが、高秀苑に対

するロイヤリティを感じていると言える。 

④人材育成 

一方で、人材育成においては一概に成功が保証さ

れるわけではない。介護職員の適性、指導職員の質

や考え方、環境など複数の要因が影響を与える。指

導職員のアンコンシャスバイアスも大きな影響を与

えると言える。指導職員が多様性を理解することが

施設運営において大切な要素であると言える。例え

ば、時短勤務の職員や保育園や小学校の子どもがい

る職員の働き方や、育休についての考え方につい

て、施設全体で方向性を明確にすることは、指導職

員の育成につながると考えている。高秀苑では、た

だ単に働きやすいからと言って、補助的な役割で働

いてもらうのではなく、様々な勤務シフトを活用

し、介護職員として活躍してもらえるように勤務し

てもらっている。働く時間は限定されているかもし

れないが、その限られた時間で専門性を発揮し働い

てもらえるようにしている。また、男性職員の育休

も積極的に取り入れている。 

外国人材に限ったことではないが、入職し、新人

研修が終了した後は、ユニットリーダーが付き添う

中で、入居者１人ひとりのケアの理解・実践を行

い、できるまで何度もチャレンジしてもらう。入居

者１人ひとりのケアを覚えてから、ユニットの入居

者の暮らしに合わせてケアできるように取り組んで

もらっている。記録は、全てのケアができるように

なってから、徐々に取り組んでもらう。そうするこ

とで、記録する内容が理解できる。ユニットリーダ

ーが付き添う期間はその人に合わせて変える仕組み

になっている。これは、指導する側がアンコンシャ

スバイアス（～ヶ月で１人勤務して当たり前など）

を乗り越え、多様性を認め合うことで、ケアの質の

向上と離職率低下につながっている。 

Ⅴ. 結論 

 介護人材不足と多様性は日本社会における重要な

課題であり、適切な対策や取り組みが求められてい

る。外国人材の活用や外国人材だけでない多様性の

尊重を通じて、介護人材の確保が期待できる。た

だ、労働の需要と供給のバランスが崩れてしまって

いる状況下において、介護人材だけが不足している

わけではない。他業種においても人材不足が深刻で

あり、日本社会全体で、労働の供給を増やす取り組

みが必要だと考える。多様な人材を積極的に受け入

れる風土を醸成し、職場環境の改善（介護ロボッ
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ト・ICT 機器の導入、処遇改善など）にも取り組む

必要があると考える。ただし、どんなに職場環境の

改善を行ったとしても、介護現場に介護職員は必要

である。他業種では機械に仕事を置き換えることが

できるかもしれないが、介護は入居者との関わりの

中からニーズやウォンツを引き出し、ケアに落とし

込んでいくことが重要であり、専門職である介護職

にしかできないからである。そのため、幅広く人材

を確保し、多様性を認め、育てていくことが、今後

の介護現場発展につながると考える。育てていくた

めには、施設において、共通言語（理念やケア方

針）の理解を深めると共に、アンコンシャスバイア

スについての学びを深め、多様性を認め合う取り組

みや仕組みを作ることが重要であると考える。多様

性を認め合う文化が介護現場に根差していれば、多

様な視点から業務改善やイノベーションが起きやす

くなり、人材の多様性につながる。目指す方向さえ

しっかり示されていれば、そこまでの道のりはいく

らでもある。多様性を活かした組織づくりこそ、介

護現場における人手不足に一石を投じるものとなる

と考える。 

 

 

引用文献 

1） 厚生労働省令和４年度介護給付費等実態統計の

概況「受給者の状況」より引用 

2） 厚生労働省 HP「第９期介護保険事業計画の介

護サービス見込み量等に基づく介護職員の必要

数について」より引用 

3） 厚生労働省 愛媛労働局 HP「誰もが働きやす

い職場づくりのために（厚生労働省委託事

業）」より引用 

4） 厚生労働省 HP 資料「人口の推移、人口構造の

変化」より引用 

5） （株）リクルートワークス研究所『未来予測

2040 労働供給制約社会がやってくる』より引

用 

6） 老年社会学 第 42巻第４号「高齢者介護施設

における介護職員の離職意向に関連する要因の

構造分析」内田和宏・李 泰俊・加瀬裕子

2021.1 より引用 

7） 経営者の役割  

C.I.バーナード (著), 山本 安次郎 (翻訳) 
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投 稿 規 定 
 
1. 論文誌名と発行時 

 東大阪大学短期大学部国際介護福祉学研究センターは，逐次刊行物として論文誌「多文化と介護」を年 1

回発行する。 

2. 投稿資格 

・投稿者のうち，少なくとも 1 人は東大阪大学・東大阪大学短期大学部専任教員あるいは非常勤教員で

あること。 

・東大阪大学・東大阪大学短期大学部専任教員あるいは非常勤教員以外で，編集委員会が投稿を妥当と

認めた者。 

3. 論文種別 

 以下のカテゴリを設ける。 

3.1. 原著論文 

 多文化と介護に関係のある研究成果について，科学的な根拠に基づき論理的に明瞭に記述したもの。原著論

文はオリジナリティーのある未発表のものに限る。 

3.2. 研究ノート 

 多文化と介護に関係のある研究成果について，科学的な根拠に基づき論理的に明瞭に記述したもの。研究ノ

ートは，今後の発展性が期待されるものも含む。 

3.3. 実践研究 

 多文化と介護の実践及び教育に寄与するもの。今後の実践や教育の改善に対して新たな視点が期待きるも

の。一定の客観性が認められれば，原著論文のオリジナリティーは必要としない。 

3.4. 資料 

 調査結果，教育資料，施設における記録の一部など，多文化と介護の今後の発展や介護現場の発展と改善に

寄与すると考えられるもの。 

3.5. その他 

 編集委員会は，寄稿論文を依頼することができる。また，編集委員会は，特集を組むことができる。 

4. 投稿の条件 

4.1. 倫理面：日本学術会議の声明「科学者の行動規範－改訂版－」を十分に理解していること 

(https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-s168-1.pdf)。以下の項目については，投稿の際

に執筆者および共同研究者の責任のもと再度確認すること。 

・ヒトおよび動物を対象としている研究は，事前に関連する倫理委員会にて審査し，承認を受けているこ

と。審査を受けた倫理委員会名と承認年月日・承認番号などを本文中に記載すること。 

・投稿時の営利を目的とする団体や企業に関わる利益相反状態を開示すること。 

・二重投稿でないこと。 

・捏造，改ざん，盗用がないこと。 

・著作権の侵害がないこと。 

・人権の侵害がないこと。 

5. 査読 

 投稿論文は編集員会で査読を行い，以下 A～D のカテゴリで判定する。 

A. 採択  

B. 軽微な修正の後採択 

C. 大幅な修正の後採択 

D. 再投稿 

6. 著作権 

論文誌に掲載される原著論文，研究ノート，実践研究，資料の著作権は，国際介護福祉学研究センターに帰

属する。よって，論文，資料，研究開発レター，誌上討論の投稿にあたって，著者は，日本国著作権法第 21

条から第 28 条までに規定されたすべての権利を本会に譲渡することを投稿時に同意しなければならない。 
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執 筆 規 定 

 
１．原稿の仕様 原則としてワープロソフトを用い，フォーマットに従い原稿を提出すること。 

２．提出原稿 提出原稿は電子ファイルにてＡ４判とし，表紙には論文種別，論文表題(和文と英文)，執筆者

名・所属(和文と英文)，代表者の連絡先（電話番号を含む）を明記すること。なお，論文採択後にも電子

ファイルを提出する。 

３．論文種別は, 下記の表の通りとする 

 

論文種別 内 容 文字数制限 

原著論文 多文化と介護に関係のある研究

成果について，科学的な根拠に基

づき論理的に明瞭に記述したも

の。原著論文はオリジナリティの

ある未発表のものに限る。 

20,000 文字（図表込みで、引用

文献を除く）。図表は 600 字換算

とする。 

研究ノート 多文化と介護に関係のある研究

成果について，科学的な根拠に基

づき論理的に明瞭に記述したも

の。研究ノートは，今後の発展性

が期待されるものも含む。 

15,000 文字（図表込みで、引用

文献を除く）。図表は 600 字換算

とする。 

実践研究 多文化と介護の実践及び教育に

寄与するもの。今後の実践や教育

の改善に対して新たな視点が期

待きるもの。一定の客観性が認め

られれば，原著論文のオリジナリ

ティは必要としない。 

10,000 文字（図表込みで、引用

文献を除く）。図表は 600 字換算

とする。 

資料 調査結果，教育資料，施設におけ

る記録の一部など，多文化と介護

の今後の発展や介護現場の発展

と改善に寄与すると考えられる

もの。 

10,000 文字（図表込みで、引用

文献を除く）。図表は 600 字換算

とする。 

 

４．図表など 白紙に黒色インクで明瞭に書かれたものを用い，写真を用いる場合は鮮明なものを提出するこ

と。表や図の番号は表１，図１のように記入し，図表のタイトルをつける。 

５．和文要約 目的，方法，結果，結論の大要をほぼ把握できるように，和文で 400 字以内の要約と３〜５項

目の和文キーワードを記載する。 

６．脚注は原則として認めない。 

７．印刷形式 印刷の体裁は編集委員会に一任する。 

８．表記 新かなづかい，常用漢字，算用数字を用いること。外国人名・地名等の固有名詞以外はなるべく訳

語を用い，必要な場合は初出の際にだけ原語を付す。 

９. 文献の記載は，日本語，外国語を問わず引用順に番号を付けて記載すること。また，本文中の引用箇所に

肩番号を付けること。 

(例) 佐藤は，〇〇について｢・・・｣と述べている 1)． 

10. 引用文献の表記については，次のように日本介護福祉学会の『「介護福祉学」執筆要領』に従い,記述す

ること． 

（1）和文の文献 

a. 単著の書籍の場合 

著者名（出版年）『書名（タイトル ―サブタイトル）―』出版社名，初頁-終頁． 

（例）佐藤一郎（2023）『介護福祉学の今後 ―福祉と多文化―』〇〇出版，18-20. 

b. 雑誌論文や紀要論文の場合 

著者名（出版年）｢論文タイトル｣『雑誌名』巻（号），初頁-終頁． 
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（例）佐々木次郎（2017）｢学内実習が学生の心理面に与える影響｣『〇〇学雑誌』25（2），61-69. 

鈴木良子・高橋三郎（2010）｢わが国の介護人材の推移｣『〇〇研究』（△△介護福祉大学）12, 12-27. 

・3 名を超える著者については，3 名まで連記し，それ以上は｢他｣で表記する． 

・雑誌や紀要の巻・号については，例えば第 25 巻第 2 号を 25（2）というように表記する．また，

巻や号のみの場合は，例えば第 25 巻を 25 と表記する． 

c. 翻訳書の場合 

原典の書誌情報．（= 訳本の出版年，訳者名『書名（タイトル ―サブタイトル―）』出版社名） 

（例）James, I. A. (2011) Understanding behaviour in dementia that challenges: A guide to assessment 

and treatment, Jessica Kingsley. (= 2016, 山中克夫 監訳『チャレンジング行動から認知症の人の

世界を理解する: BPSD からのパラダイム転換と認知行動療法に基づく新しいケア』 星和書店) 

d. 電子メディア情報の場合 

著者名（公表年又は最新の更新年）｢タイトル ―サブタイトル―｣ URL（最終アクセス年月日） 

（例）厚生労働省（2022）｢第 23 回生命表（完全生命表）の概況｣ 

chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin

/hw/life/23th/dl/23th-11.pdf（2023.1.31） 

 

（2）欧文の文献 

a. 共著の場合 

ファーストオーサーのファミリーネーム，ファーストネーム，ミドルネーム and 共著者のファミリーネー

ム，ファーストネーム，ミドルネーム（出版年）書籍のタイトル：サブタイトル，出版社名，初頁-終頁． 

（例）James, I.A. and Gibbons, L. (2019) Communication skills for effective dementia care, Jessica 

Kingsley Publishers, 15-16. 

b. 編著の場合 

編者のファミリーネーム，ファーストネーム，ミドルネーム，ファミリーネーム，ファーストネーム，ミ

ドルネーム and ファミリーネーム，ファーストネーム，ミドルネーム eds.（出版年）書籍のタイトル：

サブタイトル，出版社名，初頁-終頁． 

（例）Reid, W. J., Batson, C. D. and Smith, T. A. eds. （2016） Attitudes of Older Adults about 

Community-Based Services, Oxford University Press, 4-27. 

c. 雑誌に掲載されている論文の場合 

著者のファミリーネーム，ファーストネーム，ミドルネーム（出版年）論文のタイトル：サブタイトル，

雑誌名 巻や号，初頁-終頁． 

（例）Lyketsos, C.G., Steinberg, M., Tschanz, J.T. et al. (2000) Mental and behavioral disturbances 

in dementia: findings from the Cache County Study on Memory in Aging. American Journal of 

Psychiatry, 157(5), 708-714. 

・3 名を超える著者については，3 名まで連記し，それ以上は｢et al.｣で表記する． 

11．その他の執筆に関する詳細は，日本介護福祉学会の『「介護福祉学」執筆要領』に従うこと。 

本規定は日本介護福祉学会学会誌『介護福祉学』執筆要領を参考に作成しました。 
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